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巻 頭 言

「バンドーテクニカルレポート」第12号刊行に当たって

執行役員 松 岡 宏

平素は当社の製品 サービスをご愛顧いただき誠にありがとうございます。

さて、本年は、「京都議定書Jの スタートの年であり、温室効果ガスを1990年比で、2008年 から2012年の間に6

%削減する必要があります。企業活動に起きましても、この為の生産改善 製品開発で積極的に貢献する必要があり

ます。

当社は、2004年度より、「環境 省エネJを キーヮードに、これらに貢献する活動を推進して参りました。また、

2007年度より、上記に「コンパクト化、クリーン化Jを 加え、よリー層の推進をしております。

今回この活動の一環を,日 つていただくために、C省エネ伝動を可能とする「平ベルと伝動システムの開発J、 ②コ

ンパクト化がllF進できる「磁性粘性流体を利用した鏡面倉1製技術の開発J、 0生産Tjl場で発生する産業廃棄物の削減
に役立つ「HRHシ ステムによる亜鉛コー ドとSBRの 力Π硫接着における樹脂成分の役割Jの 3件を加え、計 5‖ =の

レポー トを報告させていただきます。

また、昨年 10月 に、本社との連l_E強 化 次世代の技術開発の一層の促進を目的とし、神戸市のポー トアイランド

に建設 した本社事業所に、研究開発部門を移転いたしました。′亡、llk一転、環境に優 しいバンドー化学として、当該技

術開発の拍車をかける所存です。

今回のレポー トを是非 ともご高覧いただき、ご意見 ご助言等をいただければ幸甚に存 じます。

Forward

On the 121hissue ofthe Bando Technical RepOrt

First,I、vOuld likc to express my apprcciation fOr your continucd usc of our products

No、v, thiS ycar is thc flrst ycar of thc Kyoto ProtOcol and it is ncccssary fOr us, bct、 vccn 2008 and 2012, to

rcducc grccnhousc gas cmissions by 6%belo、 v 1990 1evcls lt、vill require proactive contributions in prOductiOn

implovements and product dcvclopmcnt as、 vcll as thc carrying out Of busincss activitics

Sincc 2004 we havc bccn vcry consciOus of cnergy conservation and environmental protection and we havc

progrcsscd in our contributions tO、vard thcsc 2 itcms ln addition, sincc 2007, along 、vith thc abovc mcntioncd

itcms, 、vc havc bccn putting more emphasis on “econOmic use of spacc'' and “products for usc in ``Clcan

Rooms''''

In this repolt,thc 121h issuc of BTR,、 vc include 3 tcchnical thcsis in addition to othcr tcchnical rcportsi l)Flat

Bclt Powcr Transmission Systcm Having High POwcr Capacity and Efflciency, 2)Study Of MirrOr Finishing

Ploccss Usingヽ 4agncto― rhcological Fluid 3)Function of Rcsin Componcnts in thc Dircct Adhcsion of SBR to

Zinc during Curing、 vith an HRH Adhcsion Systcm thc rcduction of、vaste material gcnerated at ploduction sites

Furthcrmorc,in October last ycar、 vc moved hcad offlcc and thc Rcscarch&Dcvclopmcnt Ccntcr to our nc、 vly

cstablished prellliscs on Port lsland,Kobc,with thc aim of ftlrthcr prolnnoting and strengthening cooperation and

ncxt gcncration tcchnology dcvclopmcnt l cxpcct Bando, as a company that has turncd ovcr a nc、 v lcaf in its

cftorts to bc``kind''to thc cnvironmcnt,to bc spurred On by the aforemcntiOncd techn。 logy development

l kindly requcst that yOu pcrusc this report and、 vould bc most obligcd to hcar any commcnts or opinions

れ啄 な
Hirosili Matsuoka

Exccutivc Ofliccr

Enginccring and R&D
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研究論文

平ベル ト伝動システムの開発

Flat Beit Power Transnlission System Having High Power Capacity and Efficiency

梅田 栄
*

Sakac UMEDA

A pOsitioning dcvicc Of nat bclts、vith vcry simplc structurc has dcvclopcd,、 vhich prcvcnts thc bclts flom、vandcring off Thc

dcvicc has a componcnt of a tcnsion pullcy with its axis s、 vinging along a pin The axis swingsin a manncrin、 vhich thc pOsitions

Of a nat bclt on driving and drivcn pullcys are stabilizcd Thc s、 ving motion is mcchanically drivcn in a sclircgulating manncn

The source ofits diving forcc is momcnt of forcc arising flom a bclttcnsion、 vhcn thc bcltis bcing misaligncd Thcrcforc,thcrc

is no nccd for cxtcrnal dcviccs providing thc dttving forcc and its control Thc Position control dcvicc rcalizcs a nat bclt po、 vcr

transmission systcm、 vith complctcly nat pullcys having nO■ angc This flat bclt systcm、 vith no crowncd pullcy has a high

pOwcr capacity and cxccllcnt transmitting cfflcicncy

1緒 言

当社の歴史を振り返ると、伝動ベルトの出発点は平
ベルトであった。当時の平ベルトは木綿などを用いた

ものであり、時代の流れにより高伝動と用途拡大が進

み、それに対応すべくVベルトを誕生させた。そして、

更なる用途拡大、高 トルク伝動、高効率、コンパクト

化、長寿命化のニーズに対応すべく、種々のVベ ルト

(ラ ップド ロウエッジ リブドタイプ)を 誕生させた

ように、当社伝動事業は、高機能ベルトを次々と新製

品として生み出してきている。

しかしながら20世紀末から21世紀に入った今日の

社会ニーズは、地球環境保護を重点に『環境』と『省
エネ』をキーワードとしてより高効率が求められてい

る。そのニーズに応えるには伝動ベルトとそれを構成

するシステムの効率を最大に求める伝動方式が必要で

あり、それらのシステム化について検討を行った。

その結果、当社の伝動ベルト歴史の出発点でもあり、高

効率といわれる平ベルトの存在に着日し、もう一度平
ベルトについて見直すことにした。

従来、平ベルトを用いる上での問題としては2つあ

ると考えられる。第 1に伝動能力の不足である。平ベ

ルトは、くさび構造を有さず、直接的な摩擦伝動のみ

となるため、伝動能力を上げるには高い摩擦係数、も

しくは高い張力が必要であるが、従来は、以下に述べ

る第 2の問題により、高張力伝動に向かず、高張力に

耐えうる材料を適用したベルトがなかった。

第 2の問題として、平ベルトを伝動する上で最も懸

念とされていた蛇行の制御技術である。平ベルトは、ス

パイラル状に心線を埋設するため蛇行と呼ばれる幅方

向に移動する癖や、プーリ軸心のミスアライメントに

よって幅方向に移動してしまう特徴を持っている。し

*伝
動技術研究所

たがってそのままでは、蛇行を生 じ、プーリから脱落

してしまうため、プーリにフランジを設けそこに接触

させる、またはプーリ接触面をフラットではなく、ク

ラウンと呼ばれる、プーリ端部よりも中央部をやや高

くした弧状形状にすることで、力学的にプーリの中央

部を走行させるなどの蛇行抑止技術を適用 していた。

しかしながらこれらの方法では、フランジの場合、

佃1面の接触による摩耗 発熱、あるいは乗 り上げによ

る寿命の著 しい低下が生 じる。またクラウン構造の場

合では、面圧の不均一による伝動能力の低下、心線応

力集中による寿命の低下が生 じる。以上のような理由

で、平ベル トは「使いにくいJと 言われてきた。

そこで本報では、高効率という特長を有する平ベル

トに高張力伝動を可能にさせる新 しい蛇行制御デバイ

スの開発に成功 したので、その結果について幸腱告する。

2 平ベル ト伝動の問題点 と解決方法

21 伝動ベル トの種類とその性能

伝動ベル トは大きく分類すると、平ベル トやVベル

トなどの摩擦伝動と、歯付 きベル トなどの噛合い伝動

の 2種に分類できる。何れも一長一短はあるものの、そ

れぞれの特徴を活かした用途に今日まで用いられてき

た。特に摩擦伝動においては、当社の歴史からも伺え

るように平ベル トを出発として、高伝動化ニーズに対

応すべ くVベル トが開発され、更に自動車用 としてリ

ブ ドベル トが開発されてきた。これにより平ベル トの

ニーズが低下 し、使用されなくなってきた。本来は表

1に もあるように伝動能力性能 蛇行性を除けば、平

ベル ト性能は高いことが示されてお り、特に効率面に

おいては、プーリヘの曲げ屈曲時のエネルギー損失が

小さいことから、非常にメリットがあることがわかっ
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表 1 ベル ト種別性能比較表

動形式

項 目

摩擦伝動 (く さびあり) 摩擦伝動 噛合い伝動

vベル ト Vリ ブ ドベル ト 平ベル ト タイミングベル ト

伝動能力 ○ 〇 ×

伝動効率 △ △ ◎ 〇

プーリの小径化 × △ ◎ ○

ベル トの速度限界 △ ○ ◎ △

角速度変動許容 ○ 〇 ◎ △

同期性 △ △ △ ◎

静寂性 ○ ○ ◎ ×

蛇行 ○ 〇 ◎ ×

背面駆動 (標準 ) △ △ × △

耐久性

クラック △ ～ × △ ○ △

セパ レーシ ョン × △ ◎ △

摩耗 ○ ○ ◎ △

発熱 △ ○ ◎ △

コス ト
ベルト △ △ ○ ○～△

プーリ 〇～△ ○～△ ◎ ×

ていた。しかしながら低い伝動能力性能と、特に蛇行

をすると言う問題から、市場では積極的な使用はされ

てこなかった。逆に言えば、その伝動能力性能 蛇行

性の問題を解決することで、他のどれよりも非常に優

れた伝動方式になるということが言えるわけである。

22問 題点とその解決ヒントについて

まず伝動能力について考えてみると、図 2を見ると

わかるように、 くさびを有するVベル トは、 くさび効

果により低荷重で高伝達力を発揮できるが、高荷重 (ベ

ル トを押 し込む力)時 に座屈を生 じてしまう。 しかし

ながら平ベル トは、 くさびが無い分、荷重に対 しリニ

アな伝動形態となり、高荷重において座屈は生 じない。

すなわちF=μ Nの式で示されるそのものであ り、″
の確保 と高荷重に耐えうる強力を有すれば、伝動能力

はVベル ト相当に確保できるわけである。

次にベル ト蛇行について考えてみると、ベル ト蛇行

は、図 3に示すようにベル トがプーリに対 しある角度

摩擦係数 :μ

見かけ摩擦係数 :μ
′

プーリV角度 :2θ

ヽ

ミ

ム

F=2μ N

くさび効果

N==FN/2s nθ

F=論 Fn

=μ
′・Fn

N=FN     F=μ
N

座屈 しない

F=μ・Fn

図2伝 動形態 (Vベル トと平ベル ト比較)

平
～

レトカ1髪咆 になる識
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図 3 蛇行の原理 (メ カニズム)

(鋭角)を もって進入したとき、プーリに接触したその

点に固定されるため、次々に進入する位置がずれてゆ

くために蛇行が生じる。すなわち進入した後はプーリ

に対し垂直に進むことになる。また各プーリを水平に

して、ベルトが直角にプーリに進入できたとしても、ベ

ルトに埋設する′し、線のスパイラルの影響などにより上

記の原理で蛇行は生じてしまうことになる。逆に言え

ば、この原理 (メ カニズム)を利用することで意図的

に方向を変化できるわけである。

23従 来の技術

従来蛇行の問題を解消するための技術としては、先

に記述したようにクラウエングプーリ化やフランジ接

触などの蛇行抑止があり、特にクラウエングプーリの

方が主流であった。また平ベルト自体は、そのクラウ
ニングプーリでの伝動を行うために、逆に高張力対応

とはせず、幅方向に柔軟なベルト設計を行なっており、

高伝動を行えるような構造ではなった。

24 目標の設定 (解決方法)

今まで述べてきた理論をもとに考えると、次のよう

なシステムの構想が考えられる。その構想をもとに設

計試作を行ない、実験による検証を実施した。

平ベルトの伝動はIt行 を生じるものであり、その原

因は 22項 に述べたプーリとの進入角度関係にある。

逆にその進入角度をコントロールすることで、蛇行の

制御が可能になる。またそのコントロール方法は複雑

な制御を用いるのではなく自律制御を行うことで容易

な構造化を実現する。

新たな機構に求められる機能としては、

① ベルトの蛇行方向と大きさを検出し、修正をす

る。

② 蛇行修正を外力に頼らない。

③ ベルトに余分な力を与えず、平ベルト本来の伝動

性能を発揮させる。

がある。

31次 設 計

31 1次設計構想

設計構造としては前記のシステム構想に述べたよう

に、伝動システム中にベルトの進入角度を制御できる

機構を付与することを考案した。またその機構を用い

張力を付与することで、張力をも利用することが可能

になると考えた。下図 4に示すように、駆動 従動プー

リ間に張力付与を行うテンショナーを設け、さらにそ

のテンショナープーリ機構にベルトの進入角度を制御

する機構を設けた。

ベル トの進入角度変更機構

図4馬区動・従動プーリとテンションープーリ機構

BANDO TECHNICAL REPORT No12′ 2008



32 1次設計の具体的構造

設計構想で考案した蛇行を制御するプーリ構造は、

図 5の ようにベルトに対しそのプーリが進行方向に対

し向きを変更できる構造として、プーリ内部にピンを

設け、プーリ軸とプーリをピンで連結した。またその

向きの変更 (進 入角度の変更 (制御))は 、テンショナー

プーリ端面に回転しない固定フランジを設け、ベルト

が蛇行し端部に寄った際、そのフランジに接触する摩

擦力から、プーリ向きを変える仕組みとした。

33 1次設計品の実験結果

1次設計品をベンチにおいて平ベルトを取り付け、

回転プーリ

運転を実施 してみると図 6の ような結果が得られた。

下記に示すように 1次試作品の機能としては、蛇行

した際にベル トが伝動面端部に設けたフランジ部に接

触 し、その摩擦力で向きを変える構造であったため、向

きを変える機能としては成立するものの、摩擦により、

伝動面左右両端部のベル ト摩耗が生 じてしまうと言う

問題が生 じた。

よって要求機能に対 し整理 してみると、下記表 2に

示されるように、③のベルトに余分な外力を加えてし

まってお り、機能を全て満足することが出来なかった。

フラン灌 触時の摩擦力で
プーリが回転

ベアリング

ｏ
ｏ
っ
　
拠
収
お
蝋

い
―
ト

回転中心

図 5 1次設計品構造図とメカニズム

図 6 1次試作品実験結果 (運転時のプーリ振り角状態 )

固定フランジ

表 2 要求機能に対する 1次試作品の実験検証結果

狙いの機能 1次設計の結果

①ベルトの蛇行方向と大きさを検出し、修正をする。 ○ プーリ首振 り構造で成立

②蛇行修正を外力に頼らない。 ○ ベル ト摩擦力利用

③ベルトに余分な力を与えず、本来の性能を発揮させる。 × フランジ面との摩擦接触摩耗
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42次 設 計

41 2次設計構想

1次設計品では、要求全てを満たすことは出来な

かったものの蛇行を制御するということは可能であっ

た。このことから、 1次試作品の構造と結果をヒント

にもう一度見直してみると、まずプーリの首振 りはピ

ンを中心に行われている。しかしながら外力を用いず

にプーリの向きを変えるには、伝動上生じる力を用い

る必要がある。伝動上、プーリとベルト間で生じる力

としては、摩擦力と張力の付与によって生じる反力が

ある。このベルトの張力付与により生じる反力 (ベ ル

ト合力)を用tヽ てプーリの首振 り力を発揮させる構造

として、図 7に示 したような、シーソの原理をヒント

に利用 した構造を考案 した。すなわち、ベル トがプー

リ幅方向に位置ズレを生 じた際、ベル ト合力によって

シーソの原理を利用すると言うものである。

42 2次設計の具体的構造とメカニズム

2次設計構造としては、41項にあるようにシーソの

原理を利用した構造として図 8を設計した。構造の内

容は 7つの部品からなる構造とした。プーリとベアリ

ングを結合しその下にカラーと称するベアリング保持

とピンを連結する部品を設けた。また軸力はカラーよ

り半月プレートを介し、軸に伝わる構造とし、ビンと

軸の摺動部にブッシュを設けた。この半月プレートか

ら上の部分をプーリ向き変化させるようにし、軸との

摺動は半月プレートが行うようにした。

2次設計品のメカニズム説明

2次設計品のメカニズムについては以下の通りであ

る。すなわち、図 9の ように、まずピンの向きをプー

リに生じるベルト合力F方向に対し直角となるように

してみると、図10～ Hに示すようにシーソの原理の効

果が発揮され、プーリの向きが変化できるようになる。

ところが、この方向はベルトの蛇行を大幅に修正する

図 7 シーツのメカニズム利用の考えかた

ベアリング

カラー

図8 2次設計品の構造

ベルト合力F
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方向の変化ではなく、大幅な蛇行修正の実施は出来な

い。XYの グラフ上にFの位置を置いてみると図 12の

ようになる。

次にピンの向きをプーリに生じるベルト合力F方向

に対し平行となる方向にしてみると、下図13の ように
ベルトが蛇行してもシーソ原理は生じないが、プーリ

を外力によって向きを変えると大幅に蛇行を修正でき

る方向になる (1次設計と同じ向き)。

図 10 ピン方向 1の ときの合力 F位置

シーソー量=首振り量

図 11 ベル ト位置とプーリ首振り

ン ト=F× L

図 12X‐Y上における合力 F位置

以上から、それぞれのビン方向では要求機能 (狙い)

に対し、全てを満足する方向はないことになる。しか

しそれぞれの機能を全て発揮するピンの方向として、

図16の ようにすることによってそれぞれの機能を全て

発揮できることが設計検討を行つた結果予想された

(図 17 18 19参照)。

図 13 ピン方向 2

図 14 ベル ト向きとプーリ首振 り量
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図 15 XY上における合力 F位置

首振り量=ねじり量

タトカ

ピン回転モーメ
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ベル ト進行方向

図 16 α角度設定方向

図 17 ビン方向 αのときの合力 F位置

ン

図 18 ベル ト位置とプーリの傾き

図 19X‐Y上における合力 F位置

瞥「
｀`｀

=貰

卜、、、、、
ねじり量

メン ト=F× cos α×L
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上図に示すように、ベル ト合力 Fに対 し蛇行を生 し

た際、その合力は図 16に 示すベル トFI転方向に対 し、

ビンを一定の角度に設定するα角度によつてプーリの

回転モーメントを生 じプーリに[1転 (首 lFkり 力)を Ji

じる。またその時のねじり量Nは、首振 り量×cOs αと

なり、ベル トの向きを変えることも|」 能になる。

式にすると

ねじり量 N=首振 り量 K cO、 α………… 式 1

シーソ量 S=首振 り量 K ●nα ………… 式 2

で表すことができる。

43 2次設計品の実験検証方法

2次設計混:を ド図20の ようにセットし運転を行う。

その際プーリの首振 り角度とベル ト移llJ量 を変位セン

サーにて計測 してみた。

ベル ト変位計洟|

用 レーザ変位計

44 2次設計品の実験結果

実験を行った結果、図21の ように、運転開始時、プー

リが首を振 リセットしたベル トの向きの修正をはじめ、

次 にベル トが幅方向に位置修正を行い、その波形は

徐々に減衰するという結果が得られ、設計構想のメカ

ニズム通 り蛇行を自律制御することが可能になった。

5 ま と め

平ベル トはベル トの製造方法などによって持ってい

る幅方向へのlL行特性、またレイアウ ト設定上から生

じる角度 ミスアライメントによる蛇行が生 じる特性を

もっていた。 しかしながら今回、新たなデバイスを伝

動システム Lに 設置することによって、その蛇行は自

律制御が可能となった。その新たなデバイスは、35の

メカニズムに沿ったrl」 きを生 じる結果となり、ベル ト

伝動上生 じるベル ト張力によって生 じる合力を利用し、

プーリの向きを自律で変化させ、ベル トの向きを変え

ることが可能となった。さらにこのメカニズムでは、ベ

ル トに余分な力は生 じさせてはおらず、平ベル ト本来

の機能を発揮することが可能となった。

またこの 2次設計構造を用い、実機上での評価検証

を行った。その結果、実機上においてもその機能は十

分に発揮することが可能となり、従来技術で用いてい

たクラウエングプーリの必要性 もな くな り、全 くフ

ラットなプーリにおいて平ベル トを駆動 従動 させる

ことが可能となったことにより、高張力により高伝動

が実現できるようになった。
図 20 2次設計品蛇行制御の計測方法

図 21 回転時における首振り角度とベル ト位置変化 (実験結果 )

Ｅ
Ｅ
　
嘲
に
な
ニ
ミ
て

０

９

８

７

６

５

４

３

３

３

３

３

４

２

０

型

一

“

撻
収
ご
蝋
撫

い
―
ヽ

-8

-10
４０３２２０

ｍｅ

５

BANDO TECHNICAL REPORT No 12′ 2008

Owner
長方形



最後に、緒言に述べるように現社会ニーズは省エ

ネ 環境保護にあるといえる。そのニーズに伝動シス

テムにおいて答えられる機能は、高効率であり、平ベ

ルトはベルト伝動上において高効率を発揮することが

可能であるが、今回、平ベルト単体への取り組みでは

なく、システムとして平ベルトの伝動形態から着目し、

そのメカニズムや特性・従来技術の持つ問題などを十

分に解析し開発に取組んだ。また伝動メカニズムを徹

底し解析 し、メカニズムを理論的に検証することに

よって、本新規デバイスの開発が成功したものであり、

要求機能項目であつた、蛇行の制御を自律で行いベル

トヘの影響をなくすこという全ての項目を達成するこ

とが出来たわけである。

6.参 考 文 献

ベルト伝動の実用設計 :ベルト伝動技術懇話会 会

編 1996

梅 田  栄

Sakac UMEDA
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研究論文

大石 好行

Yoshiyuk1 01SHI

成田 榮一半2

Eiichi NARITA

しか しながら、黄銅とゴム間の接着強度発現の原点に

ついてもいまだ統一された見解が周知されているとは

いえない。加えて、亜鉛とゴムの加硫接着に関 しては

学術論文の数も黄銅とゴムの加硫接着ほど多 くはなく、

その概要すら明らかになっていない5ヽ
。_方、我々は

ニッケルめっき法や有機めっき処理金属法などによる

金属とゴムの加硫接着の研究を通 じて、界面化学結合

と界面補強層の形成が接着強度を高めるために重要で

あることを示 してきた'0。 界面化学結合の生成は直接

的な接着強度の増加のみならず二次結合力の発揮によ

る間接的な接着強度の1管加に対 しても作用 して、異種

材料間の界面層を安定化する働 きをしている。さらに、

界面補強層は金属/ゴム間の応力集中を緩和するため、

lll強 層のモジュラスが金属より低 くかつゴムより高い

ことが重要であることも分かっている。

本報では、亜鉛コー ドとステレンブタジエ ンゴム

(SBR)の 加硫接着におけるHRH接着システム (ヘ キサ

メチレンテ トラミンーレゾルシンー水和シリカ練 り込

み接着システム)の配合因子であるレブルシン系樹脂

HRHシステムによる亜鉛コードとSBRの加硫接着

における樹脂成分の役割

Function of Resin Components in the Direct Adhesion of SBR

to Zinc during curing with an HRH Adhesion System

塩山 務
*1     

森 邦夫
Tsutomu SHIOYAMA      Kunio MORI

平原 英俊

Hidctoshi HIRAHARA

The function of resin cOmponcnts such as mcthylene donors,methylcnc acceptors and slica、vas investigatcd in

the adhcsion of stylene― butadicne rubber(SBR)lo zinC during cu五 ng 、vith an HRH adhesion systcm Adhesion

strcngth、vas incrcased、vith an incrcase in thc ability of polymerization of the donOr and acceptor compounds in

thc adhesion of SBR to zinc BOth the mcthylene donor(eg,hCXamethylenetetraminc)and thC mcthylene acceptor

(eg, rCSOrcinol) migrated to thc intcrfacc bctween Zn and SBR during curing reaction ln this casc, adhesion

strcngth 、vas gcnerated by forming a rcinforcemcnt layer of rcsin at thc intcrfacc The layer is produccd by

reaction ofthe methylenc acceptOr and the dOnor in the SBR compound,polymcrization of thc acceptors and thc

donors is delaycd by the presencc of silica,therefore the acceptor and donor arc able tO migrate to thc intcrface

Thc rcsin layer at Zn/SBR interfacc vvOrks not only as a rcinforccment laycr but also as a binder、 vhich conncct

SBR molcculcs wih zinc Rcsorcinol rcacted with PbO and then C6H403Pb2 WaS fOrmed Thc C6H403Pb2

migratcd io the interface This rcsult suggcstcd that thc resorcinol acts as camcr as ten as a methylenc acccpto■

1緒 言

ゴムと金属の複合製品はタイヤ、ベルト、防振ゴム、

免震 支承ゴム、ローラー等として産業分野において

広く使用されている。これらの製品の機能および寿命
に影響する接着技術の発展は製品の顕著な品質向上を

もたらし、新たな機能の発現を可能にした。しかしな

がら、接着現象の解明は被着体と接着剤の組み合わせ

の多様性と界面の複雑さゆえに究明しつくされること

のない技術的課題であり、界面結合理論と現象論から

の推察の間でいまだギャップを抱えた状況であるとい

える。

金属とゴムの加硫接着は、主としてタイヤ製造にお

ける黄銅コードとゴムの加硫接着に関してたくさんの

研究がなされ ]●、その概要は明らかにされつつある。

*1運
搬建設資材事業部

才2 DcPartmCnt of Applicd Chcmistry,Iwatc Univcrsity,

Ucda MOriOka 020‐ 8551,Japan
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形成成分の役割を解明することが目的である。

2 実 験

21 材料 と試薬

亜鉛めっきスチールコー ド (亜鉛コー ド、乾燥剤封

入)は 41mm径の亜鉛コー ド (興国スチールワイヤ製 )

とめっき厚さが約 25μm総厚 08mmの亜鉛めっき鋼板

を用いた。

SBR(JSR1500)、 酸化亜鉛 (堺化学製),ス テアリン

酸 (日 本油脂製)、 HAFカ ーボンブラック (三菱化学製

N330)、 プロセスオイル (ジ ャパンエナジー R50)、 硫

黄 (鶴見化学工業製 )、 PbO(堺化学製),N Cyc10hcxyト

2 bcnzothlaz01ykulfcnamidc(CBS、 大内新興化学工業

製 )、 6 Ethoxy‐ 1,2 dihydro 2,2,4 tHmcthylquinohnc

(ETMDQ、 大内新興化学工業製)な どは市販品を使用 し

た。また、ヘキサメチレンテ トラミン (以下ヘキサ ミ

ン、三新化学製)、 ヘキサメチロールメラミンペンタメ

チルエーテル (HMMP、 住友化学製 )、 ヘキサメ トキシ

メチルメラミン (cyanamid製 )、 メチル化メラミン (三

井化学製)、 ベンゾグアナミン (三 井化学製 )、 オキサ

ゾリジン (Uniroyal製 )、 テ トラクロロー 1,4-ベ ンゾ

キノン (uniroyal製 )な どのメチレンドナー、及びレゾ

ルシン (住 友化学製)、 アルキルレブルシン (名 古屋油

化学製 )、 レゾルシンホルマリン初期縮合物 (RFC、 住

友化学製 )、 クレゾール樹脂 (住友化学製)、 アルキル

フェノール レゾル シ ンホルマ リン共初期縮 合物

(APRFC、 住友化学製)、 β―ナフ トール (cyanamid製 )

などのメチレンドナーは市販品をそのまま使用 した。

22 配合と接着

未加硫配合ゴムはTablc lに しめされるように、SBR
からなるブレンド配合ゴム (以 下ゴムと略す)を調製

Table l  Basic recipe for adhesiOn between Zn and

rubbers

した。未加硫配合ゴムは、硫黄と加硫促進剤を除 く全

配合をインターナルミキサー (神戸製鋼製BR型)に て

混練 り後、冷却 した 10イ ンチロールにて硫黄 と加硫促

進剤を添加 して作成 した。12時間以上静置後、所定厚

みにシー ト出しを行い、接着試料を準備 した。亜鉛めっ

き鋼板は表面研磨後 トルエンにて表面洗浄を行い直ち

に被着体として実験に供 した。亜鉛コー ドは幅 50 mm

厚さ35 mmの ゴムシー ト2枚の間に挟み込み、150℃

のキュアメ トリーにて設定 したt90+10分のプレス加硫

を行い、コー ドの 5cmが埋め込まれた引抜 き試験用試

料 (Hテ ス ト用試料)を作成 した。ゴムシー トと亜鉛

めっき鋼板のはく離試験用試料は、厚さ4mmの ゴム

シー トと亜鉛めっき鋼板 とを重ね合わせて 150℃ で

t90■ 10分 プレス加硫を行い作成 した。

23接 着界面近傍の成分分析

接着界面近傍の元素分布を観察するためEPMA(X
線マイクロアナリシスXMA)線分析の測定を行った。

EPMA線分析は、島津製作所製EMX SM型 を用い、加

速電圧 20kV、 試料電流 0 018μ A、 ビーム直径 lμ m、 試

料移動速度 10μ m/Cm、 x線取 り出し角 525度 にて測定

した。CKα、SKα、PbMα、SiKα およびZnLα の測定を

行った。また、界面近傍ゴム層のCKス ペクトルは加速

電圧 15kV、 試料電流 0 05μ A、 ビーム径 10μ m、 X線取

り出し角 525度 にて測定を行った。測定試料は接着試

料の金属側から接着界面近 くまでノッチを入れ液体窒

素にて冷却 した状態で破断 した。破壊は大部分が亜鉛

/鋼界面ではく離 した状態でおき、ゴム131に 亜鉛めっ

きが接着 した小片が偶発的に発生する状態 となった。

繰 り返 し小片の作成を行い、ゴムとめっき亜鉛の破断

面に段差のない平坦な試利を採取 し分析試料とした。

24 HRH接着成分と酢酸鉛の反応

HRH接着システムにおけるレブルシンの役害Jを 検討

する目的でレブルシンと酢酸鉛の反応を水中で検討 し

た。レゾルシンの0 2mo1/Lの 溶液を調製 し、酢酸鉛を

レゾルシンに対 し01か ら3倍モルまで変化 して添加 し

た。次に反応溶液のレゾルシンに対 し6倍モルのアンモ

ニアを加え70℃ で 3時間か くはんすると暗橙色 レゾル

シン金属化合物の沈殿が得られた。沈殿物は原吸光分

析等により分析行った結果、酢酸鉛の添加量に関係な

く一定の組成 (C:131%、 H;051%、 Pb:764%)を 有 し、

C6H403Pb2(C:1339%、 H1075%、 Pb,7696%)と J圭定

される。ベンゼン環の特性吸収 (1500cm l、 1600cm~1)

が観察され、oH基 の吸収 (3200cm~1)がないことから、

Figure lの化学構造を有 していることが分かった。

シリカの役割を検討する目的で、レブルシン10g、

ホルマリン45g、 酢酸鋼 4gを 50mlの水に溶解 し40

gの シリカを加えて 70℃ で、沈殿生成物が生成するま

での時間を測定 した。
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Figure l A reaction product between resorcinol and

lead acetate

25測定

キュアメトリー指標はJSR製キユラス トメーターⅡ

型にて150℃ で測定した加硫曲線により決定した。加硫

ゴムの物性試験用試料は150℃ 、19。■lo分 プレス加硫に

て2mmの加硫スラプを作成し、JIS規格 (K6151)に

従って引張試験を行った。亜鉛コードの引抜き試験は

万能型引張試験機にて100mm/111inの引抜き速度で実施

し、5cmの埋込み長さ当たりの引抜き強度 (kNわcm)で

評価した。はく離試験はJIS規格 (K6256)に 従って行っ

た。試験はいずれもn=4で行い平均値を求めた。

3結 果 と 考 察

31 レジルシン系樹脂形成成分の接着促進効果

HRH接着システムにおいて、ヘキサ ミン (H)等の

メチレンドナー成分、レブルシン (R)等のメチレンア

クセプター成分、含水シリカ (H)は 亜鉛とゴムの接着

強度を発揮する上で必須成分である。メチレンアクセ

プターとメチレンドナー成分は縮合 してレゾルシン樹

脂成分を与える役害Jを し、含水シリカは硫黄による加

硫反応を抑制 し、かつレゾルシンの拡散を促す働 きを

するとの予測の元で研究を行った。すなわち、レブル

シンはメチレンアクセプターとして、ホルマリン誘導

体はメチレンドナーとして作用 し、接着界面でレゾル

シン樹脂を生成させるとの仮説の実証が研究の目的で

ある。Table 2は 亜鉛板とゴムの接着物のはく離強度に

及ぼすメチレンドナー類の影響を示す。接着特性は接

着物の初期はく離強度、その時のはく離面の観察、湿

熱劣化 (70℃ 温水に168時 間浸li)後のはく離面の観察

から行った。ベンゾグアナ ミン、オキサゾリジン及び

テ トラクロロー1,4-ベ ンゾキノンのようにメチレン基

の発生能力が低いものは接着性の向上を示さない。ヘ

キサ ミンはメチレンドナーとして作用 し、メチレン基

の発生能力が十分高いので、接着性の向上に有効であ

る。さらに、HMMPやヘキサメ トキシメラミンのよう

に、メチレンアクセプターと反応 して樹脂化 しやすい

構造のメチレンドナーは初期接着強度を高めるのに有

Table 2 EffeCt of methylene donors on the adhesion
properties of SBR to Zinc plates during

curing for 40 min at 150° C

IIethド [ene dOnors

mhesiOn test

PS'
Nヽ′m

Failute ヽ.ater aぎ ng

(70て ,168hr3)

Hexamlne 106 SRA M

H、nIP 101 HR HR

He、 amethoxyme● lme[anine 161 M

tヽthylmolantine 152 Iヽ

Benzoguanamine 51 SRA 卜1

Oxa7ol,dine M M

Tetrachlo■ o l l benzoqulone 12 M M

1)PS Pee[stren`h
RecipP(phr):SBR100 1LT black 30 Silica 10 Sセ aric acid 2 Zn0 5

0■ 3.IIIPJJ l CBS 12 S 2 Pb0 2,Rcmrcino1 2 5 He、 anine 1 6

150℃ x40min p“
=s

Failure:MI Memν Rubber interface.SRA Spot Rubter Adhesion
HR:鵬avy Rubb.・ 1

H卜nIP:He、 nmethylolmelamine pentamethylether

効であ り、かつは く離面の観察からゴム層破壊が起

こっており、優れた接着性が発揮 される。この結果は

樹脂化 しやすいメチレンドナーはど初期の接着強度を

高める能力を有 していることを示 している。 したがつ

て、樹脂化前駆体のメチレンドナーが接着強度の向上

に有効であることが分かる。次に、亜鉛板 とゴムの加

硫接着物の接着性に及ぼすメチレンアクセプター類の

影響をTablc 3に 示す。アルキルレゾルシンやナフトー

ルのように、メチレン基をアクセプ トする能力の劣る

ものは接着強度が低い。 レゾルシンやクレゾール樹脂

はこれらよリメチレン基アクセプ ト能力が勝るので、

接着強度の向上に有効である。さらに、RFCや APRFC

はメチレン基をアクセプ トする能力を有 し、かつ樹脂

化前駆体であることから接着強度の向上に最 も有効な

アクセプターである。

以上のように、メチレンドナー及びメチレンアクセ

プターの樹脂化能力が接着性に寄与 し、樹脂化する能

力が制御 されるとき、接着強度の向上に有効であるこ

Table 3 Ellect of methylene acceptors on the adhe‐

sion prOperties between SBR rubbers and
2inC plates

Mthllene accep10rs

ハahesion test

PS''

kN′m
Failoた ヽater aging

70で 168hr,

Resoでinol M

Alkylres。 ,cinol 65 TR A4 SR

RFC 151

Cresol resin 102 R/ll 卜I

PヽRFC ヽ〔

Naphthol 28 M M

1)PS:Pcel strength

Recipe〈phrli SBR100 HAF black,OS■ lca 10 Stearic acid 2 Zn0 5

0i13 ADPALI CBS12 S2 Pb0 2 Reso,cino12 5 Ho、 amine 1 6

Fa■lure:ヽ Fヽ letal′Rubber interface SRA:SpOt Rubberヽ dhesion

HR:Hcav、 Rubber
RFC,Resorcinol formaln inⅢ iate con∝ nt,ate

APRFC: Alk,l Phenol resoК inol formabn initate co concentrate
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とを予測しているが、さらにこの解析の妥当性をメチ

レンドナーとメチレンアクセプターの混合比率を変化

させて検討した。Figurc 2は 亜鉛コードとゴムの引抜き

強度に及ぼすレゾルシン/ヘ キサミン混合比の影響を示

した。レゾルシン濃度一定で、ヘキサミン濃度を上昇

させると引抜き強度は上昇し、極大値に達した後l■_下

した。最初の上昇はレゾルシンとヘキサミンが接着界

面に拡散して樹脂化前駆体を形成後、樹脂化した結果

と判断される。すなわち、ヘキサミン濃度の上昇によ

る接着界面層における樹脂濃度の上昇が引抜き強度の

増加として現れたものと考えられる。ヘキサミン濃度

の上昇による引抜き強度の低下は樹脂化前駆体が接着

界面にr」達する前に高濃度に達して樹脂化が起こり、

結果として接着界面での樹脂濃度が低下したためと推

測される。極大値はレゾルシン濃度の上昇と共に減少

し、かつそのヘキサミン濃度は上昇の傾向にある。こ

の結果は接着界面における樹脂濃度の低下がり抜き強

度の低下に大 きく関連 していることを示 している。

Figure 3は樹脂化前駆体であるHMMPと レゾルシン混

合比を変化させた結果である。引抜き強度とHMMPの
関係はヘキサミンとレゾルシンの場合と同じ傾向を示

すが、低レゾルシン濃度においてでも十分な引抜き強

度が得られ、強度が極大に達することが分かる。これ

はHMMPの ような樹脂化前駆体をメチレンドナーとし

て用いた場合、ヘキサミンの場合 (Figurc 2)よ り、接

着界面相で樹脂化しやすいためと考えられる。HMMP
とヘキサミンでは一分子あたりのメチレン基に大差は

ないが、HMMPが多官能性のメチレン基として作用す

るのでlll脂 化の反応速度が前者の方が大きいことによ

ると考えられる。

以上のように接着界面層における樹脂化の程度が接

0  05  1  1 5  2  25
Hexanllne/phr

Recipe(phr):SBR100,HAF black 30,Silica 10,Stcaric acid 2,

Zn0 5,0‖ 3,ADRヽLl,CBS 12.S2,Pb0 2.Resolcino1 1 3.25,

and 3 7,Hcxaminc variable press condition1 150° C x 40 min

Figure 2 EfFect of hexamine concentration on the pu‖ ―

out strength of zinc cord/SBR adherents

着強度発現に大きく寄与 していることが明らかとなっ

た。

01234
HMMP/phr

Recipe(phr): SBR100, HAF black 30, Silica 10, Stcaric acid 2,

Zn0 5,OH 3,ADRへ Ll,CBS 12,S2,Pb0 2,Resorc‐ ino1 0 8,16.

and 2 4,HiИ NIP vTiable press condition:150° C× 40 min

Figure 3 Effect  of  hexamethylolmelamine  penta‐

methy ether(HMMP)COncentra‖ on on the
pu‖‐out strength of zinc cord/SBR adher‐

ents

32 シリカの役割

ゴムの自色配合で使用されるシリカは硫黄の加硫反

応を抑制することはよく知られている。Tablc 4は CBS/

S加硫系による加硫特性 と接着性に及ぼすシリカの添加

効果を示 したものであるが、シリカ添加配合によりts

(最小 トルクにある時間)及び t9。 値が大きくなってお

り、明らかに加硫反rLは抑制 されることが分かる。さ

らに、亜鉛 とゴムの接着においてHRH接着システムの

効果を発揮 させるためにはシリカの存在が不可欠であ

る。シリカの加硫反応の抑制効果がメチレンドナーや

アクセプターの接着界面への拡散を助ける上で有効に

働いているのは架橋鎖の生成がゴム中でのメチレンド

ナーやアクセプターの拡散を抑制すると考えるからで

ある。シリカの役割は単に加硫反応を抑制 してメチレ

ンドナーやアクセプターの拡散を助けるだけでは説明

Table 4 Ellect of s‖ ica addition on curing propenies,

pu‖‐out strength(POS)and induction period

(IP)the reaction of resorcino, lead acetate
and forma‖ n
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４
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Redpe(phi'SBR101 HAF Ыaよ ∞ Slica O or10 Sleaに 記d2
Zn0 5 013 ADPAL`CBS,2S2Pb0 2 Resoreno 2 5 hexam
ne10(50℃ x40m n press

Reso,c nol,Phr

口 13
● 25
▲ :37

Silica phr
Cur●met, Jtthe、 lon

:Ph
t′min tⅢ ′min POS kN′ 5cm Co℃ ra露 %

10 71 31 82 18
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できない事実 もある。別途報告するが、HRH接着シス

テムにおいて加硫促進剤の種類や量の変化による研究

では、接着性が誘導時間や加硫速度と完全に相関 しな

い場合がある。ある範囲内の誘導期や加硫速度が確保

されると、それ以上はこれらと関係 しない作用がシリ

カに予想される。

レゾルシン、ホルマリン、酢酸鉛の水溶液を70℃ で

かくはんすると、三者からなる樹脂化Pbの沈殿物が得

られるが、シリカはこの反応を抑制する。Tablc 4に 示

すように、樹脂化Pbの沈殿物が生成する誘導期間 (IP)

はシリカの添加により著 しく抑制される。シリカはゴ

ム中のメチレンドナーとアクセプターによる樹脂化反

応 を抑制することにより、接着界面へのメチ レン ド

ナーとアクセプターの拡散を助ける役割をしているこ

とになる。

33 レゾルシンの役害」

前述 したようにレブルシンは樹脂化成分であ り、界

面層を形成するのに重要な役割をしていると同時に、

鉛化合物 と特定の化合物を形成することが明 らか と

なった。レゾルシンと酢酸鉛を70℃ でか くはんすると

両者の添加比率に関係なく、暗橙色沈殿が得られる。こ

の化合物は元素分析の結果 C6H403Pb2の 組成の鉛化合

物であった。C6H403Pb2が HRH接着システムにおける

キー物質とみて、基本配合においてPboの代わ りに添

加 して、亜鉛 とsBRの接着を行ったところ、高いはく

離強度 (PS:18kN/m)の 接着物を得た。このように、レ

ブルシンは接着界面へ移行する過程で鉛化合物 と反応

し、鉛を運ぶキャリヤーとしての役割をすることも明

らかとなった。

34接 着界面構造

本研究ではHRH接着システムのレゾルシンやヘキ

サ ミンが接着界面に移行すると考えて議論を展開して

きた。この前提が立証されて始めて、HRH接着システ

ムのレゾルシン、ホルマリンおよびシリカの役割が解

明されたことになる。Figurc 4は HRH接着システムで

得られた亜鉛/sBR接着物の接着界面近傍のEPMAに よ

る線分析の結果を示す。

Figurc 4くA>、 4くB>お よび4くC>は加硫度が 10%、 50

%、 100%に 対応する。横軸はそれぞれのZnLα の立ち

上が り点を接着界面と見なし界面からゴム層側への距

離を負で、亜鉛めっき層側への距離を正で示 している。

150℃ 、10分加硫ではゴム内部層からゴム/Znめ っき界

面へ向かって Sお よびsi濃度がなだらかに連続的に低

下している。Pbは S,siほ ど顕著でないがやはり低下

の傾向にある。znは界面を位置づけるための測定であ

る。しかしながら、20分加硫ではZnめ っき面に接する

約 20μmの ゴム層が、ゴム内部層から不連続に S、 si濃

度が極めて低 くなっている。Pbは lo分加硫時よりも明

瞭に界面に向かって低 くなっている。40分加硫での傾

向は20分加硫時と変わらないが、Sの低濃度層の厚み

が薄 くなっている。また、c濃度もs,si濃 度が急激に

低下する面で段差を有 し強度が低下 している。以上の

ように、加熱時間の経過 と共に接着界面にS、 Si濃度の

落込み層が形成され、50%加硫 (150℃ 、20分 )の段階

305

お

`205
105

5

-70 -60 -50 -40 -30 -20 -10

Distance/μ m

-70 -60 -50 -40 -30 -20 -10  0
Distance/μ m

-70 -60 -50 -40 -30 -20 -10
0,stance/μ m

Recipe(phr):SBR100.Hハ

『

black 30,Silica 10,Stearic acid 2,Zn0 5,

Oi1 3,ADPAL l,CBS 12,S2.Pb0 2.Resorcino1 2 5,HMMP16

10  PreSS COnditionく A>:150°Cx10min, くB>:150℃ x20min,く C>:150° C
x40min

500

400

'300選200

100

0

Figure 4 EPMA prof‖ es Of zinc cord/rubber adherents obtained w th HRH adhesion system
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ですでに20μ mに近い厚みのSと si濃度の低い層が存

在する。loo%加 硫時点にてもその層は維持されてい

る。Pbは ゴム層から界面に向かい減少傾向にあるがs,

Siの ような特徴的な変化は認められない。また、znめ っ

き層においても大きな強度段差がなく連続的な減少を

示してる。以上のように接着界面にはSや Siの 少ない

層が形成されていることが分かる。もし、この層がレ

ゾルシンとメチレンドナー成分からなるとすると、シ

リカの反応抑制効果がなくなり、両者が接着界面近傍

で急激に樹脂化する機構が浮かび上がる。

一方、Fturc 5は HRH接着システムを使用しない亜

鉛/SBR接着物の接着界面近傍のEPMAに よる線分析の

結果を示す。試料は室温での90度はく離試験ではス

ポットラバーと界面破壊の混在状態の接着破壊面を示

すものであるが、亜鉛めっき面に向かってs、 siはゃゃ

増加の傾向を示し、測定界面の直線性とビーム径の範

囲内で界面に突き当っている。良好な接着を示すHRH

-40    -30    -20    -10     0      10
Distance/μ m

Recipe(phrl,SBR100,HAF black 30.Slica 10, Steanc acid 2 Zn0 5,

013.ADPALi CBS 12.S2, Press condlon 150℃ x40mn

Figure 5 EPAЛ A profles of zinc cord/rubber adher‐

ents  obtained  w thout  HRH  adhesiOn
system

(2312)  え

Recipe(phrl:SBR100,HAF black 30 SIca 10.Slealc acid 2 Zn0 5,

013.ADPAL l,CBS 1 2.S2 Press condl o■ 150℃x40m n

Figure 6 EPMA Zn prolles of zinc cOrd/rubber
adherents Obtained without HRH adhesiOn
system A,B:Position shown On Figure 4C

接着システム系で得られた接着物の特徴的な界面近l―t
のSと Siが低濃度となる層はHRH接着システムを使用

しない場合存在しない。すなわち、HRH接着システム

を使用した場合には界面層が生成しているが、使用し

ない場合には生成しないわけである。

Sと Siが低濃度となる層の組成にF‐5す る情報をさら

に得るために、Figurc 4くC>に 示すプロファイルの界面

層の (A)点 と通常のゴム層となる (B)点でのCKα ス

ペクトルの測定を行った。結果をFigurc 6に 示す。λ=
2312の 主ピークは一致するが S、 Si濃度の低い層の炭

素スペクトルは内部の層に比ベショルダービーク (α ,

β)の張り出しが大きくなっている。主ピークに刈する

比対称性指数 (β/α)は (A)点で070、 (B)点 で080

となり、(A)点 は (B)点 より低く、π電子成分の多い

炭素からなる化合物で構成されていることが分かる。

すなわち、同じゴム成分のみではなく、レゾルシンの

ようなπ電子成分の存在を示している。この結果はレ

ゾルシンとメチレンドナー成分が接着界面に拡散して

シリカの影響が少なくなるゴムと金属の界面で樹脂化

して、補強層を形成していることを示す。樹脂化した

界面層は補強層としての役割を持ち、同時に補強層を

介在して金属とゴムの接着強度を高めるのに有効に作

用していることが予測される。金属とゴムの接着に都

合のいい界面構造がHRH接着システムでは加硫接着の

過程で生成していたことになる。

以上のように、HRH接着システムの主要成分の役割

が明らかになったが、HRH接着システムの全容を解明

するためにはさらに加硫剤、加硫促進剤及び鉛酸化物

などいくつかの配合剤の寄与についても解明されねば

ならないが、これらについては別途報告する予定であ

る。

4結 論

HRH接着システムを用いる亜鉛コー ドとSBRの加

硫接着における樹脂成分となるメチレンドナー化合物、

メチレンアクセプター化合物及びシリカの役割を研究

し以下のことが明らかとなった。

メチレンドナー及びメチレンアクセプターとしての

能力が高いものほど、Zl17sBR接着物の接着強度は増加

した。SBRゴム中のメチレンドナーとメチレンアクセ

プターは加硫接着中にZnと SBRの 接着界面に移行 し、

樹脂化 して補強層を形成することが接着物のEPMA分
析から解明され、この補強層の生成が接着強度を高め

る作用をすると考えた。SBRゴム中ではシリカが存在

するため、メチレンドナーとメチレンアクセプターの

樹脂化が抑制されることが、モデル反応により解明さ

れた。EPMA分析から接着界面ではシリカ濃度が減少

するため、メチレンドナーとメチレンアクセプターが

樹脂化すると考えた。樹脂化層はZn/NSBR間 での補強層

二____´ ■― 一 ~|

Ｓ
　
　
　
‰
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としての役害」と同時に、Zn/sBR間 での界面結合の生成

の役割も担うと予測される。メチレンアクセプターとし

て使用されるレゾルシンは Pboと 反応 して C6H403Pb2

なる組成の化合物を形成 して、接着界面に移行するこ

とがモデル反応から確かめられ、鉛キャリヤーとして

も作用することが推定された。
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研究論文

山口 ひとみ
*2

Hitomi YAMAGUCHI

岡崎 貴彦
*3

Takahiko OKAZAKI

は不明のままとなっていた。

MRFベ ーススラリーの動的挙動はスラリーの作用磁

力により変化 し、磁力は加工部の磁場強度によって調

整することができる。磁場発生源として電磁コイルを

用いれば、電流値によつて磁場強度を容易に調整する

ことができる。このため、本研究では電磁コイルを用

いた実験装置を用いて、MRFベ ーススラリーのIll的 挙

動 と加工特性の関係を検討 した。そして、MRFベース

スラリーの鏡面創成機構について考察 した。鋼材は光

学部品や金型材としても利用されることから、工作物

は銅 とした。また、従来、円管内面の研磨実験により

MRFベ ーススラリーの加工性能を調べていることか

ら、本報においても円管内面を加工対象として検討 し

た。

2加 工 原 理

図 1に 、MRFベーススラリーによる内面磁気研磨の

加工原理の概略図を示す。図 1(a)は、加工部における

鉄粉粒子 と砥粒の様子を推定 した模式図である。鉄粉

粒子が磁化されて磁極に磁気吸引される際、砥粒を巻

き込み加工面に押 し付ける。このとき、工作物に回転

と振動を与えると、砥粒と加工面の間に相対運動が発

生 し、加工作用が得られる。砥粒の切込み深さは、砥

粒径 と鉄粉粒子の磁力 Fに依存する。鉄粉粒子に作用

する磁力 Fは 、次式で表される。

磁気粘性流体を利用した鏡面創成技術の開発

Study of Mirror Finishing Process Using Magneto… rheo:ogica:Fiuid

佐藤 隆史
*1

Takashi SATO

進 村  武 男
*1

Takeo SHINMURA

1緒 言

昨今の超精密切削加工技術の発展は目覚ましく、高

精度加工を要求される電子機器や光学機器部品の製造

技術 として用いられている。ナノメー トル単位の位置

制御システムにより複雑な自由曲面を高い形状精度で

加工することが実現できても、光学部品や金型仕上げ

面精度への要求はさらに厳 しくなっていることから、

微小な切削痕を除去 し得る新たな鏡面倉J成技術の開発

が切望されている。

これまで筆者らは、内径 lmm以下の毛細管内面の

精密仕上げ技術の開発を目的に、磁気粘性流体 (MRF)

に砥粒を混合 して分散安定化処理を施 したMRFベ ース

スラリーを開発 し、SUS304ス テンレス鋼円管を対象に

加工特性の解明を行ってきた41,。
その結果、MRFベー

ススラリーの細管内面研磨への応用性を確認 したこと

に加え、MRFベ ーススラリーによると、従来用いられ

てきた酸化アルミニウム (wA)砥粒 と鉄粉の焼結体で

ある磁性砥粒よりも平滑な表面 (0 01 μmRa)が得 られ

ることを明らかにした。また、MRFベーススラリーは

流動性をもつため、加工域においては常に鉄粉粒子お

よび砥粒が入れ替わ り、断続的な微小切込みの集積に

より構成された方向性の弱い加工面が得られることも

明らかにした。しかし、MRFベーススラリーの動的挙

動 と加工特性、および加工条件の詳細な関係について

*l宇
都宮大学大学院

*2宇
都宮大学 (現在は Univcrshy Of Flonda)

*3R&Dセ ンター

Abstract.This reseaК h studied the intcrnal magnetic fleld assisted flnishing with MRF(MagnetO― ぬeological

Fluid)― based slurry for coppcr tubes MRF― based slurly that included diamond abrasives was applicd to thc

internal magnetic fleld assistcd flnishing for coppcr tubes and the inishing charactcllstics were studied The

results showed that the exciting current and the abrasive size changcd the inishing characteristics of MRF― based

slury This flnishing process crcates a smooth milTor flnished surface、 vith few dircctional cutting marks on the

surface ofthe copper tube
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分散媒 (シ リコ
=ン

オイル) フレキシブルシャフト モータ クランク

工作物回転用モータ

(a)加工部における鉄粉粒子と砥粒の様子

MRFベ ーススラリーの挙動

MRFベ ーススラ リ

コ イ

電源 DC
ヨーク

(b)MRFベーススラリーの加工挙動

図 1 カロエ原理の模式図

ここで、Vは鉄粉粒子の体積、χは鉄粉粒子の磁化率、

″は磁場強度、.・
radHは磁場勾配である。

加工中のNIRFベ ーススラリーは、工作物から研磨抵

抗を受けて図 1(b)に 示すような動的挙動を示す。この

現象は自生か く拌現象と呼ばれ●、断続的な微小切込

みを工作物表面に形成する。また、MRFベ ーススラ

リー中の摩減 した砥粒の排出と切れ刃のある砥粒の供

給が活発に行われるため、加工作用を促進する効果が

ある。

3実 験 装 置

図2に 、実験装置の外観写真を示す。工作物はチャッ

クに保持され工作物回転用モータにより回転し、同時

に、振動用モータによリクランク機構を介して軸方向

に振動する。磁場発生源に一組の電磁コイル (φ l mm×

4500巻 )を 用い、電流値によつて加工部の磁場強度を

変化させた。両コイルの磁極間距離を短縮し、加工部

の磁場強度とその変化率を増大させるために90° の角

度で配置し。、ヨークを介して閉磁気回路を形成した。

図3に 、励磁電流と加工部の磁束密度の関係を示す。

電流値が高いほど加工部の磁束密度Bが増大する。Nd

Fc Bレ アアース永久磁石を利用した内面磁気研磨では

加工部の磁束密度Bは 05T程度であり。、本装置では

励磁電流05A程度で同様の磁束密度Bが加工部に得ら

れることになる。

磁極

図 2実 験装置の外観写真

ホール素子(lx0 25)1

工作物
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励磁電流 A

図 3励 磁電流 と加工部の磁束密度の関係

4 MRFベ ーススラリーの動的挙動 と加工特性

41 MRFベ ーススラリーの動的挙動に関する検討

MRFベーススラリーの磁力を低下させると、砥粒切

込み深さの低減による加工面の平滑化が期待される。

しかし、円管周方向に動的挙動を示すスラリーには工

BANDO TECHNICAL REPORT No 12′ 2008

Owner
長方形

Owner
長方形



作物表面から磁力、遠′亡、力、重力に起因する摩擦力を

受けるため、極端な磁力の低下は工作物とスラリーの

伴回り現象を誘発し、加工不能に陥らせる。。磁力は電

磁コイルの電流値により、遠′さ力は工作物回転数によ

り左右される因子であることから、本報ではスラリー

の動的挙動と励磁電流、工作物回転数の関係について

調べることにした。

初めに、電磁コイルの電流値をolヽ loAに変化さ

せ、工作物回転数225ヽ 1800 min lに おけるMRFベー

ススラリーの挙動を目視にて観察した。表 1に 実験条

件を示す。表2に 、MRFベーススラリーの物性値を示

す。なお、粘度は回転粘度計により25℃ 、H68slの
環境下における測定値である。励磁電流04A以上で

は、いずれの工作物回転数においてもスラリーは工作

物と伴回りすることなく加工部に保持された。一方、励

磁電流03Aで は工作物回転数 1575 mln l、 02Aでは

,00 min l以 上においてスラリーは工作物と伴回りして

しまい、加工不能に陥つた。励磁電流01Aで は、工作

物回転数に拘わらずスラリーは加工部に保持されず、

伴回りしてしまった。

MRFベーススラリーに作用する磁力、重力の工作物

接線方向成分が工作物内面との摩擦力に対して小さい

場合、すなわち遠′亡、力が大きい場合にスラリーは伴回

り現象を示すことになる。励磁電流を低くするとスラ

リーの磁力、粘度がともに低くなるため、かく拌挙動

が活発となって遠′亡、力が増大する。このとき、工作物

回転数を増大するとスラリーにはさらに大きな遠′
L・ 力

が作用し、伴回りしやすい状態に陥ってしまうものと

考えられる。以上により、励磁電流が低い場合、MRF

表 2 MRFベーススラリーの物性値

ベーススラリーには磁力よりも遠′し、力が作用するよう

になり、工作物との伴回り現象が誘発されやすい状況

に陥ってしまうことがわかった。

次に、励磁電流と工作物回転数が MRFベ ーススラ

リー回転数に及ぼす影響を調べた。図4に 、MRFベー

ススラリー回転数の測定状況の外観写真を示す。アル

ミニウム合金棒 (A2017“ ×80 mm)を デジタルタコ

メータの接触測定用アダプタに装着し、デジタルタコ

メータ本体をジグにより三脚に固定した。アルミユウ

ム合金棒を加工中のスラリーの回転中′亡ヽ付近に挿入す

ると、アルミニウム合金棒はスラリーから摩擦力を受

けて回転する。このときのアルミニウム合金棒回転数

を測定することにより、MRFベ ーススラリー回転数を

検出した。

図5に 、各励磁電流における工作物回転数とMRF
ベーススラリー回転数の関係を示す。工作物回転数が

900 min iよ り高い条件では、加工中のスラリーにアル

ミニウム合金棒を挿入するとスラリーの分散媒 (シ リ

デジタルタコメータ固定用ジグ      三脚

図4 MRFベーススラリー回転数測定の外観写真

工作物回転数 n価
l

図 5 工作物回転数とMRFベーススラリー回転数の関係
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表 1 実験条件

C1220り ん脱酸銅管
19 05Xφ 17 05× 100 nlm

励磁電流 :

+02A」 卜 07A
―C「-03A -08A

-04A-09A

-05A -10A

0

*砥粒/液体比  ホネ25℃ ,1668s・
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コーンオイル)が飛散 し、スラリー粘度が大 きく変化

してしまった。このことが測定結果に及ぼす影響を考

慮 し、測定は工作物回転数900 min l以下で行った。

図5よ り、励磁電流が低いほどMRFベーススラリー

回転数は高い値を示 した。これは、励磁電流が低いと

スラリーの磁力が低い値を示 し、遠′き力の作用を受け

て回転 じやす くなったことによるものと考えられる。

また、工作物回転数が高いほどスラリー回転数が増加

してお り、その増加害J合 は励磁電流が低いほど大 きく

なった。そして、図6に示すように、工作物回転数が大

きいほどスラリーは遠′し、力の影響をより大きく受ける

ため、その回転半径が大きくなることが確認されてい

る。このことにも拘 らず、図5では高い工作物回転数に

おいてもスラリー回転数は高い値を示 し、その工作物

回転数の増大割合以上に増大 している。したがって、工

作物回転数が増加するほど、スラリーのか く拌挙動は

遠′しヽ力の影響を受けて活発化 し、スラリーの回転半径

が増大する。このため、工作物周速度とスラリー周速

度の差、すなわち相対速度が低 くなるものと考えられ

る。 励磁電流 02Aに おいては、工作物回転数を225

min l以 上において励磁電流05Aの 条件以下の低速回

転 となった。これは、スラリーの磁力が低いために遠

心力の影響を受けて一部不安定挙動を示 したためであ

る。

以上により、MRFベ ーススラリーの動的挙動はFul磁

電流および工作物回転数により変化 し、加工速度とな

る工作物 とスラリーの相対速度に影響を及ぼすことが

明らかになった。次に、これらの事象と加工特性の関

係を実験的に調べることにした。

42工 作物回転数が加工特性に及ぼす影響

MRFベ ーススラリーのかく拌挙動の相違が加工特性

に及ぼす影響を調べた。実験条件は表 1に 、MRFベー

ススラリーの物性値は表2に 示 した通 りである。か く拌

挙動の状態以外の影響を少なくするために励磁電流を

05Aと し、か く拌挙動の状態の異なる工作物回転数

450 min lと 1800 min lに おいて、累積工作物回転数を

同様にして比較を行った。研磨実験は、累積工作物回

転数9000回毎に工作物を実験装置から取 り出し、アセ

トン浴中で超音波洗浄を行い、その後、触針式表面粗

さ測定機 SV 624(ミ ツ トヨ製)で表面粗 さRaの 測定を

行つた。加工量は、電子上皿天秤AEC 80SM型 (島津

製作所製、最小秤量単位 :001 mg)を用いて測定 し、加

工前後の工作物重量差の値 とした。これらを繰 り返 し、

表面粗 さの時間的変化が見られなくなった時点で研磨

実験を終了した。

図 7に 、表面粗さおよび加工量と累積工作物回転数

の関係を示す。工作物回転数 1800 min lの 場合よりも

450 min lの 場合の方が、同じ累積工作物回転数では表

面粗さの平滑化速度は高 く、加工量も大 きな値が得ら

れた。前述 したように、工作物回転数 450 min lの 場合

はスラリー挙動が抑制されて、1800 min lの場合に比べ

てスラリーと工作物の相対速度が高 くなる。 したがつ

て、高い除去加工作用が得 られ、表面の平滑化が促進

されたものと推察される。なお、MRFベーススラリー

回転数が低い場合、スラリーに作用する遠心力が低下

して、砥粒の切込み深さも低減され、微小切込みに基

づ く平滑な加工面が形成されることが予想される。図8

に、 (a)工作物回転数 450 min l、 (b)工 作物回転数 1800

min lに おける加工面の3次元形状を示す。測定は光干

渉式表面粗さ計Wyko NTl100(Vccco製 )に よって行っ

た。図8か らも上述 した内容を確認することができる。

以上により、工作物回転数の低下はスラリーの工作

物に対する相対速度を増加させるため、除去加工作用

05

MRFベーススラリー エ作物

工作物回転数 :

1800 min・

450 minJ

9     18    27    36    45    54

累積工作物回転数 回  (X1000)

(a)表面粗 さと累積回転数の関係

工作物回転数 :   450 minJ

1800 min

0     10    20    30    40    50    60

累積工作物回転数 回  (×
101111)

(b)加工量 と累積回転数の関係

表面粗 さおよび加工量 と累積回転数の関係
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図 6 MRFベーススラリーのかく拌挙動の様子 図 7
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Rα:47nm

(a)励磁電流 o5A,工作物回転数 450 minJ

ダイヤモンド砥粒 0-1/2μ m,120 min加 工後

Rα:56nm

(b)励磁電流 o5A,工作物回転数 1800 min・

ダイヤモンド砥粒 0 12μ m,30 min加工後

図 8カロエ面の 3次元形状

を促進する。さらに、スラリーに作用する遠心力を低

下させるため、微小切込みに基づ く平滑な加工面が形

成されることがわかった。

43励 磁電流が加工特性に及ぼす影響

電磁コイルの励磁電流が加工特性に及ぼす影響につ

いて調べた。工作物回転数 1800 min l、 励磁電流 04、

05、 10Aと し、他の条件は表 1、 表 2に 従った。

図 9に 、表面粗さと加工量の時間的変化を示す。励

磁電流が高いほど迅速に平滑化が進行 し、加工量 も増

大 した。これは、励磁電流の増加によリスラリーの磁

力および粘度が増加 し、砥粒切込み深 さおよびスラ

リーと加工面間の相対速度が増大 したことで、高い除

去加工作用が得 られたためと考えられる。

図 10に 、(a)励 磁電流04A、 (b)励磁電流 10Aに お

ける加工面の3次元形状を示す。励磁電流05Aに よる

加工面は図 8(b)に 示 した。いずれの励磁電流において

も、6 nlnRa程 度の鏡面が得 られたが、励磁電流が高い

ほど加工痕は僅かに大きく深いものであった。これは、

前述 したように励磁電流が高いほど磁力および粘度の

増加により、砥粒切込み深さが増大 したことによるも

のと考えられる。次に、各励磁電流における加工中の

工作物の回転 トルクを調べた。測定は図2に示 した実験

装置のフレキシブルシャフ ト部に、 トルク変換器を取

り付けて行つた。図 11に 、各励磁電流 と工作物に作用

する トルクの関係を示す。励磁電流が増加するほど、ト

0  5  10  15  20 25 30  35 40 45 50

加工時間 min

(a)表面粗さの時間的変化

励磁電流 i

10A
05A

4A

0   5  10  15  20  25  30  35  40 45  50

加工時間 Imn

(b)加工量の時間的変化

図 9 各励磁電流における表面粗さと加工量の時間的

変化

Rα:57nm

(a)励磁電流 04A,工作物回転数 1800 min・

ダイヤモンド砥粒 0-1/2μ m,50 mlll加工後

Rα:59nm

(b)励磁電流 loA,工作物回転数 1800 minJ

ダイヤモンド砥粒 0-172μ m,15 min加工後

図 10カロエ面の 3次元形状
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図 11 各励磁電流 と工作物 に作用する トルクの関係

ルクが増大している。これは、励磁電流が高いほど磁

力および粘度の増加に起因する高い摩擦力がスラリー

と工作物表面の間に生じたためであると考えられる。

以上のことから、励磁電流の低下によリスラリーの

工作物に対する相対速度は低下し、除去加工能率が低

下するが、最終的には砥粒の微少切込みに基づく加工

面力`形成されることがわかった。

5 砥粒径が加工特性に及ぼす影響

砥粒切込み深さを左右する因子として、MRFベース

スラリーに合有する砥粒径が挙げられる。MRFベ ース

スラリーに含有される砥粒は、鉄粉粒子により加工力

を付与されるために鉄粉粒子よりも小径である必要が

あることからり、この条件を満たす範囲において砥粒径

を小さくすることが平滑な鏡面創成には得策といえる。

そこで、ダイヤモンド砥粒径が0 01μ m、 01/4μ m、 0‐

1/2μmの 3種類のスラリーを用いて、砥粒径が加工特

性に及ぼす影響について調べることにした。

表 1の実験条件において、工作物回転数 1800 min l、

励磁電流05Aで研磨実験を行った。表3に、実験に用

いたMRFベーススラリーの詳細を示す。図 12に 、各ダ

イヤモンド砥粒径における表面粗さと加工量を示す。

ダイヤモンド砥粒径が大きいほど平滑化速度は高く、

加工量も大きな値を示した。ダイヤモンド砥粒径が 0

1/4μ m、 01/2 μmの スラリーにおいては鏡面が得られ

たが、砥粒径が0‐01μmのスラリーにおいては30分加

工した時点においても鏡面は得られず、その時点で実

験を終了した。また、これは、ダイヤモンド砥粒径が

表3 MRFベーススラリーの物性値

10   15   20   25   30   35   40

加工時間 耐 n

(a)表面粗 さの時間的変化

0    5   10   15   20   25   30   35   40

加工時間 Imn

(b)加工量の時間的変化

各砥粒径における表面粗さと加工量の時間的

変化

o)励磁電流05A,工作物回転数 1800 mln・

ダイヤモンド砥粒 0-1/4μ m,35 min加工後

図 13 カロエ面の 3次元形状
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ダイヤモンド砥粒径 :

(i)001μ m

(ii)01/4μ m

ダイヤモンド砥粒径 :

Oii)0-1′ 2μm
(li)0‐ 1/4μm

MRFベ ーススラ l

*砥粒/液体比  **25℃ ,1668s司
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大 きいほど加工面への砥粒切込み深さが増大 し、高い

除去加工作用が得られたことによるものと考えられる。

図 13に 加工面の3次元形状を示す。ダイヤモンド砥

粒径が 01/2μmの スラリーによる加工面は図 8(b)に示

した。図 13(a)ダ イヤモンド砥粒が001μmのスラリー

による加工面には、波長の大きな凹凸が観察された。こ

れは、砥粒切込み深さが低減されたために、当初から

存在する比較的波長の大 きな凹凸を除去 しきれなかっ

たためであると推察される。なお、波長の大きな凹凸

を除去するように前処理を施 したのち、ダイヤモンド

砥粒径が 001 μmの スラリーで研磨を行ったところ、

初期粗さ5 nmRaを 15 nmRaに 平滑化できることを確

認 した。

以上のことから、砥粒の小径化により砥粒切込ふ深

さは低減され、平滑化速度は低下するがより平滑な面

が得られることがわかった。また、当初から加工面に

存在する大 きなうね り成分の除去は小径砥粒では困難

であるが、当初からうねり成分の少ない表面に対 して

は、小径砥粒により高い平滑度を有する鏡面の倉1成 が

可能であることを示 した。

6 結 言

本研究で得られた成果を要約すると、以下のように

なる。

1)工作物回転数が低いほど、MRFベーススラリーの

遠心力は低 くなり、スラリーのか く拌挙動は抑制さ

れる。その結果、スラリーの加工面に対する相対速

度が増大 し、加工作用を促進する。また、スラリー

に作用する遠′し、力の低下は砥粒切込み深さを低減

し、微小切込みに基づ く平滑な加工面が形成される

ことを明らかにした。

2)励磁電流が低いほど、MRFベ ーススラリーの磁力

および粘度が低下するため、スラリーは遠′亡、力の影

響を受けるようになり、か く拌挙動 も活発 となる。

その結果、スラリーの加工面に対する相対速度は低

減され、能率的な除去加工作用が得 られ難 くなる。

しかし、砥粒切込み深さは低減されるため、最終的

には砥粒の微小切込みに基づ く平滑な加工面が形成

されることがわかった。

3)砥粒の小径化は、加工面への砥粒切込み深さを低減

するために波長の長いうねり成分の除去は困難であ

るが、鏡面創成には有用であることを明らかにし

た。
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研究論文

Yoshiaki AIMURA*2

オロホ寸  早気日召

S-4

SBR 1502 100 100 100 100

N330 calbon black 50 50 50

Dixic clay 80 80

Zinc oxidc 3 3 3 5 5

Stearic acid 1 1 1 1 1

Antioxidant 6PPD a 2

Antioxidant TMQ b 2

Antioxidant wax 1 1 1

Antioxidant MBMTB C 2 2

Antioxidant SP° 2 2

Accclerator TBBS e 1 1 1

Accclcrator MBTS i 1 1

Sulfur 175 175 175 1 1

aN‐
(1,3-dimcthylbutyl)― Ntphcnyl p― phcnylcncdiaminc

b Polymcr of 2,2,4-triimcthyl-1,2-dihydroquinolinc

C2,2Lmcthylcne‐
bis‐ (4-mcthyl-6 tcrt‐ butylphcnol)

d Styrcnatcd phcnol

eN―
tcrl― butyl-2-benzothiazyl sulfcnamide

F Dibenzothiazyl disulndc

Reference Materials for Weathering Test

of Rubber Products

ゴム材料の耐候性評価用標準試料

Noriaki WADA*1

和田 法明

rcfcrcncc matehal''as comparison A suitable rubber

referencc matc五 al for、vcathcring cvaluation has to

satis″ the fOnOwing condi■ ons

(a)ThCrc is a dircctly proportional rclation

between property change and exposure timc

(Or radiant cxposure)

(b)The degradation mechanism is similar in

both natural exposurc tests and cxposure

tests widl laboratory light sourccs

(C) The rubber mateHals are casily obtained,

processed  and prcparcd throughout thc

world

The obJect of our evaluation is the proposition of

nc、v nlbbcr rcfcrcnce materials for 、veathering

evaluation

*lR&Dセ ンター
米2日

本ゼオン株式会社

ゴム材料の耐候性を評価するときの標準試料配合を確立するために、10種類のゴム配合 (SBR,EPDM,CR,NR系 )

を、世界各地で 5年間屋外暴露するとともに、人工光源による暴露試験も実施し、各種特性を評価して相関性を検討

した。その結果、系時変化が直線的で、相関性の解析より耐候性寿命予測が容易な評価特性と標準試料を提案した。

現在 JIS規格、ISO規格にも採用されている。

1 1NTRODUCTlON 2 EXPERIMENTAL

Rubbcr parts havc bccn used in many application      2 1 Materials

in, for example, the automotivc, building and         ln this evaluation, four typical rubbcrs (SBR,

clcctlical industrics throughout thc world lt is vcry    EPDM,CR,NR)wcrc Selected and the formulations

useftll to estimate the life of rubber products under all    wcrc varied in order to clari～ the effects of typc of

conditions such as tempcraturc,humidi可 ,ulta`iolct      flller and antioxidant  Finally, the fo1lo、 ving ten

radiation and rain for product assurance purposes          compounds were prepared

lt is wcll known that a typical cvaluation mcthod        (a)S-1: SBR/Calbon black/antioxidant‐ 1

for life estimation of rubber products is a weathering     (b)S-2:SBR/Cな bon black//antioxidant 2

test as specilled in IS0 4665 1n tllis evaluation, it
Table l

、vould bc vcry convcnient if 、ve could usc ``a      compound fonllulation of SBR
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(c)S‐ 3: SBR/Carbon black/no antioxidant          Table 4

(d)S-4: SBR/Clay/antioxidant l

(e)S‐ 5: SBR/Clay/no antioxidant

(fl E‐ 1: EPDM/Carbon black/antioxidant

(g)E‐4: EPDヽ4/Clay/antioxidant

(h)C‐ 1: CR/Carbon blacVantioxidant

(i)C-3:CⅣ Carbon black/no antioxidant

G)N‐ 1:NR/Carbon bl¨ k/andoxidant

The details of the rubber compounds used arc

sho、vn in Tables l,2,3 and 4 The rubbcr compounds

were cured under applopriate conditions Thc 2mm

shcets were molded to cvaluatc varicty of propclties

Table 2

Compound formulation of EPDM

'Polymcr of 2,2,4-triimcthyl-1,2-dihydroquin01inc
b2,2 mcthylcnc―

bis― (4‐mcthyl-6-tcrt‐ butylphcn01)
C Styrcnatcd phcnol

d Tctramcthyhhiuram disulfldc

C Tctramcthylthiuram monosulfldc

r2-mcrcaptobcnzothazolc

g Zinc di‐
n‐butyl dithiocarbamatc

Table 3

Compound formulation of CR

Compound formulation of NR

N‐ 1

ENR(RSS#1) 100

N330 carbon black

Zinc oxidc 5

Stcaric acld 2

Antioxidant 6PPD a 2

Antioxidant TMQ b 2

Antioxidant wax 1

Accclcrator TBBS C 07

Sulftlr 225

`N (1,3‐dimcthylbutyl)― N phcnyl‐ p―phcnylcncdiaminc
b Polylllcr of 2,2,4-triimcthyl-1,2‐ dihydroquinolinc
CN―

tcrl― butyl-2-benzothiazyl sulfOnamidc

2 2 Test conditions

2 2 1 Natural exposure test

The natural exposure conditions Of 、vcathcl■ ng

used in this cvaluation are is sho、 vn in Table 5

2 2 2 Xenon arctest

The test conditions for xenon arc anincial

、veathering tests are shown in Table 6

2 2 3 0pen flame carbon― arc test

Thc tcst conditions for carbon arc artiflcial

、vcathering tests are sho、 vn in Tablc 7

2 3 Evaluation method

2 31 Tens‖ e stress‐ strain properties

Tensilc strcss‐ strain properties、vere cvaluatcd in

accordance wih IS0 37 uSng Type l A dumbben test

pieces with 2 mm thickness The test rcsults arc

rcported as percentagc changc in cach physical

property according to thc follo、 ving equation:

zlP=■ ×100
Px

where P is initial propc■ y, Px is propcrty a■ er

、vcathering

2 3 2 Hardness change

The hardness(IRHD)wcrc CValuated were

evaluated in accordancc with IS0 48

The tcst rcsults are according to the following

equatlon:

zlP=P― ニ

where P is initial hardness, Px is hardncss after

、vcathering

E-1 E-4

EPDM(JSR EP24) 100 100

N330 carbon black 80

Dixic clay 100

Zinc oxlde 5 5

Stcaric acid 1 1

ParaFnnic oil(Pw 90)

Antioxidant TMQ a 2

Antioxidant wax 2

AntiOxidant MBMTB。 2

Antioxidant SP C 2

Accclcrator Tヽ 4TD d 1

Accclcrator TMTヽ4C 15

Accclcrator MBT: 05

Accclcrator ZnBDC g 1

Sulfur 15 15

C-1 C-3

ECR(sulftlr mOdiflcd typc) 100 100

N330 calbon black

Zinc Oxldc 5 5

Magncsium oxidc 4 4

Stcaric acid 05

Antioxidant 6PPD a 2

`N― (1,3-dimcthylbutyl)― N'phcnyl p_phcnylcncdiaminc

BANDO TECHNICAL REPORT N012′ 2008

Owner
長方形

Owner
長方形



Table 5

Condition of natural cxpOsurc、 vcathcring

Location Latitudc
ExpOsurc

an.・lc south

ExpOsurc

stalling datc

Intcgratcd

radiant cxposurc

(MJノm2)b

4ヽcan

ambicnt

tcmpcraturc

(° C)d

Mcan
rclativc

humidity

(%)dUVC Total

SapporO(」 apan) 43° 03′NL South 45° 1999104 9225 153754

Choshi(Japan) 35° 43′NL South 30° 199910 1 9464 169925 147 772

MiyakoJima(JaPan) 24° 44′NL South 20° 1999101 11335 170445 238 790

Scrpong(IndOncsia) 6° 15′SL South 5°
a

(North)
1999101 770 171590 264 899

Phocnix(USA) 33° 54′NL South 34° 1999929 12275 25751 7 229 312

a For lndoncsia south 5°
flom Nov to Fcb and North 5° f10m Mar to Oct

b Total valuc frOm Oct 1999 1o Scp 2002

Cヽ
Vavc― lcngth band: 300 1o400 nm bcForc Dcc 2000 and 315 to 400 nm aftcr Jan 2000 for Choshi, 300 to 400 nm for

MiyakOlima and 295 1o 385 nm for ScrpOng and Phocnix
o Mcan valucs bct、 vccn Oct 1999 1o Scp 2002

Table 6

Condition of cxPosurc to intcnsiflcd xcnOn― arc

Table 7

Coondition of cxposurc to opcn_namc carbon― art‐

2 3 3 Colourchange

Thc colour diffcrcncc ZIEib was dctcrmined

according to IS0 7724

2 3 4 Gloss change

Thc specular gloss、 vith 60-deg gcOmctry of test

picccs before and aftcr exposurcs was measurcd

according to IS0 2813 Thc change in gloss was

cxprcssed of thc initial value and thc value aftcr

wcathcring by the fo1lo、 ving cquation:

Gs×
100

Gsx

where Gs is initial supcrflcial gloss,Cst is superflcial

gloss a■cr wcathcring

2 3 5 Cross‖nk densly

Crosslink density of test pieccs、 vaS mCasurcd by

thc solvent s、 vcll mcthod  Each tcst piccc was

immersed  in  tolucnc  for  72  hours  at  room

tempcraturc

The closslink dcnsity was dctcrmincd by the

fo‖ owing Flory―Rchncr cquation:

υ =―

VR/―

y%

whcrc υ is crosslink denslty(mO1/Cm3),、 4R iS V01umc

fractiOn of polymcr after immersion in tOlucnc, 1/is

molccular volume of tolucnc(Cm3/mOl), μ iS
intcraction cocfflcicnt bct、 vccn rubber and tolucnc

ln this equatlon,the following μ valucs[1]WCrc
uscd:

SBR:  01320
CR:   03000
EPDM1 0 4900

NR:  03930

ゴ

一
―
Ｉ
Ｊ

ln(1-1/R)+1/R+μツR
ｒ

ｌ

ｌ

ト

ー

ー

Ｉ

Ｌ

１

一
ｙ

Light Xcnon lamp

Filtcrs Inncr:QuarZ,Outcr:bOrosilicatc 275

Irradiancc 60W/m2(at 300 t0 400 nm)

Black pancl

tcmpcratule
63± 3°C

Spray cyclc 102 min dry and 18 min watcrspray

Light Opcn―■amc carbOn art‐ lamp

Filtcrs 町 pC l

lrradiancc 255W′m2(at 300 10 700 nm)

BIack pancl

tempcraturc
63± 3°C

Spray cyclc 102 min dry and 18 min、 vatcr spray
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3 TEST RESULTS AND DiSCUSS10N

3 1 Natural exposure tests

3 1 l Degradation of NR

Figs l,2 and 3 show exposurc time depcndcnce

of elongation, hardness and 100% tcnsile modulus

propertics of NR sample at cach 10cation These

propelty  changcs   showed  typical  hardening

degradation,and the degradation rate、 vas in■ ucnced

by cxposure conditions ln the severc conditions such

as at Serpong and PhOenix whcrc temperaturc and

radiant exposure、 vcre highet haldcning degradation

is fastcr than other more mild areas  Thc tcst results

of colour change and superflcial g10ss changc are

shown in Figs 4 and 5 According to thcsc results,it

becomcs clear tllat thcsc properties are not suitable

for determining thc degree of degradation becallsc

thcy incrcased for somc samplcs and dccrcased for

other samples with time of ageing,and thcy changcd

rapidly at a certain stagc of cxposure

3 1 2 Degrada‖ on of SBR

Figs 6,7 and 8 sho、v exposurc timc dependcnce

of elongttion, hardness and 100% tensilc mOdulus

propcrties of S-l sample at each location  The

tendency of propcrty changes is almost the same as

for NR Accolding to lhese lesults,it sccms that both

clongation changc and modulus change ale suitable

properties for monitoring the degree of degradation

of weathering Fig 9 shows the effect of antioxidant

on degradation for cxposurc in Choshi,Japan ln this

cvaluation, there is no big differencc betwccn thc

6PPE1/TNIIDQ′ ハヽ/aX Systcm and the MBMTBノ SPN猟
system,but it is clear that thc inclusion of antioxidant

is vew cfFcctivc against degradation by weathering

Fig 10 sho、 vs thc cffcct of flller on degradation for

cxposurc in Choshi, Japan ln this evaluation, thc

clay system shows fastcr dcgradation than the calbon

black system The degradation of the carbon black

systcm occurred gradually over a long time

3 1 3 Degradation of EPDM

Figs ll and 12 sho、 v exposure timc dcpcndcncc

of clongation change and hardness change of samplc

E-l at each iocation ln tcrms of elongation, tlle

changc in tlle initial stage of wcathcHng is largcr and

it becomes stablc at a latcr time ln the case of

hardness,a clear tendency was not observed Fig 13
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sho、vs the effect of f1ller on degradation for cxposure

in Choshi,Japan ln this evaluatiOn,thc clay systcm

sho、vs faster dcgradation than the carbon black

systcm, and thc dcgradation Of thc carbon black

system is almostthe same as for SBR

3 1 4 Degradaton of cR

Figs 14 and 15 sho、 v exposurc time dcpcndcncc

of clongation change and hardness changc of C-1

samplc at each location Elongation changc sho、 vs a

good rclation 、vith cxposure time and thc exposurc

conditions, but in thc casc of hardncss a clcar

tcndcncy、vas not obscrvcd Fig 16 shows the cffcct

of antioxidant Whcn antioxidant was added, thc

degradation occurred gradually in almost thc same

manner as for SBR

3 2 Correla‖ on ofthe degradation behavior Of rubber

and the crosslnk dens ty

Figs  17 and 18 sho、 v the rclation bct、 vccn

crosslink dcnsity change and tcnsile propcrty changc

of thc S-2 samplc after outdoor cxposure tt cach

location lt shOws a very good correlation bct、veen

ExpOsure Time(Day)

Fi9 8  Modulus change of S‐ 1

crosslink density and both clongation change and

100% tcnsilc modulus change  This corrclation

mcans that the degradation in this casc、 vas contlolled

by a simplc hardening phenomenon On thc othcr

hand, Figs  19 and 20 show thc rclation bet、 veen

crosslink dcnsity change and tcnsilc propcrty change

of the S-4 samplc and thcrc is no clear cOrrclation

likc for the S-2 samplc Thcsc rcsults show that thc

degradation  mcchanism  of the  clay  systcm is

diffcrcnt flom that Of thc carbon black system and

thatitis not a simplc haldcning phenomenon

3 3 Correlat on oi natural exposure and artfcial‖ ght

exposure

Figs  21 and 22 sho、 v the relation betwccn

outdoor exposurc and cxposurc tcsts vヽlth an Open―

flamc carbon― alc for 100% tensile modulus Thc

outdoor exposurc 、vas carlcd out for three years at

Choshi,Japan and Phoenix,USA、vhilc thc cxposure

test 、vith opcn―■amc calbon― arc 、vas carrlcd out for

1200 hours lt is clear that both flgures sho、 v good

corrclation between natural exposurc and opcn‐ ■ame
carbon― arc exPosurc   Figs  23 and 24 sho、 v thc

500    1000   1500   2000

0

BANDO TECHNICAL REPORT No12′ 2008

Owner
長方形



一 S‐ 1

0 S2

-S‐ 3

一 SappOr。

―モトーChoshi

一
MivakOllma

一
SerpOng

,PhOenlx

―
SappOr。

―[トーChoshi

―
MiyakOlima

一
SerpOng

一
PhOenix

分
さ
）
０
０
〓
国
〓
６）
に
０

，
０
０
Ｅ
〇
一Ш

O E‐ 1

0  E`

500      1000     1500     2000

ExpOsure Tine(DAY)

Effect of antioxidant at Choshi

0      500     1000    1500

0        500       1000      1500      2000

Ex,osure Time(DAY)

Fig 13  Effect of籠 ‖er at Choshi

ExpOsure Time(DAY)

Fig lo  Effect of f‖ ler at Choshl

500    1000    1500    2000

ExpOsure Time(DAY)

Fig 14  Elongat on change of C-1

―
SappOr。

―
ChoShl

一
MIyakO"ma

一
SerpOng

一
PhOenix

Fig ll  Elongat on change of E‐ 1

500     1000    1500

ExpOsure Time(DAV)

500     1000    1500

Exposure Tlme(DAY)

500     1000     1500

ExpOsure Time(DAY)

２０
　
　

　
　

　

“

分
δ
）
ｏ
Ｏ
Ｌ
ｏ
二
Ｏ

Ｃ
Ｏ
〓
”
６
α
Ｏ
一Ш

e c‐ 1

-03

Fig 15  Hardness change of C-1

500        1000        1500

ExpOsure TImo(DAY)

Fig 16  Effect of antioxidant

O

Fig 12  Hardness change of E― J

BANDO TECHNICAL REPORT No12′ 2008

Owner
長方形



Ｘ
一Ｃ
０
０
‘
ａ

¨
Ｃ

∽
』
ｃ
Ｏ
ぃ

０

分
卜
）
ｏ
Ｏ
こ
ｏ
工
ｏ
」ｒ
∽̈
Ｌ
Ｏ
●
ω
』
つ
０

¨

”

∞

∞

∞

“

”

。

今
ざ
）
●
０
〓
“
〓
０

Ｆヽ
一Ｏ
Ｃ
●
●
ｏ
一
５
０

Fig 17 Relation of modulus change and cross‖ nk
densty change(%)Of S‐2

200

Modulus Change(%)

‐60     ‐40     ‐20

Elongation Change(%)

Fig 18 Relation of elongat on change and orosshnk

density change(%)。 iS‐ 2

100      150      200

Modulus Change(%)

Fig 19 Relation of mOdulus change and cross‖ nk
dens‖ y change of S‐ 4

Fig 20 Relation of elongat on change and cross‖ nk

density change of S‐ 4

口 。

△

□ &:△

‐60      ‐40

Elongation Change(%)

0● S‐2

0C‐3 0St

。 nN‐ 1

0E‐1

100      120      140      160      180      200

1200h in open‐ llame carbon■ rc

O Sapporo

口ChOShl

△Mivako"ma

x Serpong

O phoenix

。δモ・2

0S‐3

0C‐3
0N‐ 1

0C‐ 1

OE‐ 1

価

“

”

∞

ｍ

ｍ

４。

”

一Ｅ
り
０
〓
０

一
Ｃ

●
』
０
０
、

０

“

¨

∞

ｍ

∞

４。

”

。

．

＾ゞ

）
ｏ
Ｏ
Ｌ
“
〓
０
●
３
Ｌ
ｏ
■
９
ョ
０

５。

∞

”

∞

“

∞

¨

∞

ｍ

。

（ゞ

）
ｏ
Ｏ
ｃ
ｃ
〓
０
●
３
〓
ｏ
■
８
３
●

Fig 21 S100(%)The rela‖on between Choshi and
open―ilame carbon― arc

120     140     160     100

1200h in open■lame carbOn‐ arc

Fig 22 S100(%)The relation between Phoenix and
open‐flame carbon‐ arc

o Sapporo

口Ch03hi

△MlyakOlima

X Serpong

O Phoenix 0

×□
0

□又
△      。

o  只。 。

BANDO TECHNICAL REPORT N0 12/2008

Owner
長方形

Owner
長方形



oC‐3   0S‐3

。c_l oN‐ 1

Ｘ
一Ｃ
０
０
‘
Ｃ

¨
”

０
一
”
０
、

０

200       250

525M」′m2in Xenon‐ arc

200     250

525M」/m2in Xenon‐ arc
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relation bct、 vccn outdoor cxposure and exposurc tcsts

with a xcnon‐ arc for 100% tensne modulus The

outdoor cxposurc was carricd out for threc ycars at

Choshi,Japan and Phoenix,USA The xcnon― arc data

are for 525 MJ/m2 radiation The exposurc 、vith

xcnon― arc also sho、 vs good cOrrelation 、vith natural

exposure test exccpt for samples of C-3 and S-3

The cocficicnt of correlation 、vas calculated for

each mechanical propcrty, elongation, 100% tensile

modulus and hardncss, betwccn thc ivc sitcs and

artincial light sourccs The ageing data at one ycan

t、vo  ycars  and  three  ycars  、vcre  adoptcd  for

comparison,、vhile for each artiflcial light sourcc,thc

data 、vas taken at four cxposure stages And then

``Principal component analysis'' was conductcd by

using these correlation data

ln principal compOncnt analysis, a numbcr of

relevant propemics can be representcd by a set of

aggrcgatc  components  Whcn  the  numbcr  Of

properties is p,thcsc propcrties are l℃ prcscnted by a

smallcr number(′7,)Of aggrcgate compOncnts under

the conditions statcd bclo、v:

11=′ 11■1+′ 12■2+… +′ 1′ル

尾2=′21■ 1+′ 22■2+… +′ 2″ A77

Fig 24 S100(%)The relat on between Phoenix and
Xenon‐arc

Conditions

l)=々 and cた ′
(た ≠た

′
:た,た

′
=1,2, ,711)arC

uncorrclated:

2)Thc variance of tl is the greatcst among those

of thc linear exprcsslons of(■ 1, ■2, 一, I′ ) The
variance of (2 iS the greatest among those of

uncorrelated ‖near expressions to こI Accordingly,

thc variancc of zm is thc grcatcst among thosc of

uncorrclatcd linear expressions to ξ卜(2,  ,andこ ′″1

Thc 66 3%of propclty data、 verc put togcther for

the flrst principal componcnt, and thc 16 49ら  of

property data 、vcrc put together for the second

principal colllponcnt Fig 25 sho、 vs thc principal

score Thc flrst plincipal component seems to show

“progrcss  of haldcning''  The  second  principal

component seems to sho、v `・thc difference bet、 vccn

outdoor exposule and altincial light sourccs'',which

indicatcs a sman changc for artiflcial light sourccs

and a large change for outdoor exposure Espccially,

C-3 and S-3 samples have a big difference Flom this

result, it can bc said that thcsc t、vo samplcs arc not

suitablc for rcfcrcncc matcrial

4 CONCLUS10NS

ThrOugh our evaluation on the natural cxposures

and artiflcial light exPosurC tCSts using typical nlbber

materials,it becomes clear that the compounds of S―

1,E-1,C‐ l and N‐ l arc suitablc for rubbcr rcfcrcncc

samplcs for weathering evaluation ln particulaL S-1

can bc rcgardcd as thc most suitablc rcfcrcncc

matcrial  These four compounds arc uscful for

artiflcial light exposurc tcsts as weH

こた=′た1■1+42■2+… +7ゅ与

こll=′ l11■1+′ l12■2+ +ち″,■ ,

but

′

Σl,2=1 (た =1,2,¨ ,771)

′当

OS‐3

0C‐3
0Nl

OC‐ 1
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No l Pttncipal Component(66%)

Fig 25  Pr ncipal scOre of principal component analysis
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戸建て( 旬け仕口高減衰ゴムダンパーの性能評価

及び地震応答予測

A Deve:opment ofthe Damper Device which used High Damping Rubberto

insta‖ in Joints for Wooden Houses

古田 智基
*1

Tomoki FURUTA

Evcry timc an earthquakc bcyond seismic intcnsity about 6 occurs,a largc numbcr of、 voodcn houses suffcr

rcmarkablc dannagc of paltial destruction and complctc collapsc Ho、 vever, because the quake― free damping

equipmcnt for a、vooden housc possessed is cxpcnsive at prcscnt,thc ratc of diffllsion in the vew low

So the dampcr dc宙 ce installed high damping rubbcr for joints(It iS Called the damper device at bclow)Was

dcvcloped The cost of manufacturing thc damper dcviccs is lo、 v and thc mcchanism is simplc for thc、 vooden

house

Whcn making this dampcr de宙 ce,thc laminatcd structurc which cstablishcd on a nol■ nal joint metal and

inseied high damping rubber betwccn thc part ofthc stccl platc and making the foundation sidc flxcd scttlcmcnt,

a pillar rcvolves by vibration, and 、vhcn it can bc puncd out, high damping rubbcr transforms a shcaring

rcvolution,and oscillation cncrgy is absorbcd

This dampcr device is madc of the shapc and the pcrformancc also practicable for the seismic reinforccmcnt

、vhcn rcconstructlng

From thc typical horizonta1 loading tcst Of the joint spccimcns with the damper dc宙 cc whosc high damping

rubbcr of width 80 mm and height 120 mm and thickness 5mm betwccn a stccl platc,cquivalent stifflless(Keq)

、vas an avcragc of l10 7 N/mm,and the Heq｀ Vas an avcrage of 33 8% And stiffncss is 2 33 timcs,thc Heq could

conirm 1 62■ mes ofimprovemcnt for siffness Only comparcd wih a normaljoint metal

Ncxt, conduCting thc carthquakc rcsponse analysis of a general 、voodcn housc, thc damper device J,ovc―

mcntioned rcduccd the responsc displacemcnt of the framc、 vith braccs at most 41 1 %and an avcragc 26 8%,and

rcsponsc acceleration at rnost 29 8%and an avcragc 15 0%

1 は  じ  め  に

震度 6程度以上の地震が発生する度に、多くの木造

戸建住宅が、半壊、全壊などの著 しい被害を受けてい

るが、現有する木造戸建住宅向けの免 制震装置は高

価で、施工に手間がかかるため、普及率は非常に低い

状況にある。また、既存木造住宅の耐震補強では、ロー

カルな悪質リフォーム会社によるイメージダウンによ

り、信頼性が失墜 している状況にある。したがって、安

価で施工手間が不要な、そ して信頼性を有 している耐

震要素 部品の開発が急務である。

そこで、木造戸建住宅 (特 に軸組構造)を 対象に、安

価で単純仕掛けとなることを目標に、高い信頼性 と減

衰性能を有 した高減衰ゴムを、柱 土台 (梁 )の接合

部に仕込んだ市1震部品 (以 下、仕日高減衰ゴムダンパー

*!運
搬建設資材事業部

と呼ぶ)を 考案 した。仕日高減衰ゴムダンパーには、当

社が大型構造物の免震用積層ゴム向けに開発 した、高

耐久の高減衰ゴムと加硫接着技術を適用する。また、本

ダンパーは、新築時は勿論のことリニューアル時の耐

震補強にも使用可能な形状、性能としている。

本稿では、仕口高減衰ゴムダンパーの性能を実験的

に確認するとともに、そのデータを用いてある建物を

対象とし、地震応答解析による最大応答変位の低減率

を予測 した。

2 仕 口 高 減 衰 ゴ ム ダ ン パ ー の 概 要

本仕日高減衰ゴムダンパーは、振動時に構造部材の

接合部 (柱 と梁、柱 と土台、土台と基礎)が変形する

ため、その変形による減衰効果を期待 したものである。

すなわち、図 1に 示すように、金物の一部に高減衰ゴム
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を挟み込んだ積層構造とし (ゴムと金物は加硫接着)、

土台側を固定定着とした場合、振動によって柱が回転
したり引抜けたりすると図2の ように高減衰ゴムがせ
ん断回転変形し、振動エネルギーを吸収する。

本仕口高減衰ゴムダンパーは多種のパターンが考え
られ、図3の よぅに中柱を対象にL字型とした方式、図
4よ うにブレ■ス対応とした方式、図5の ようにホール
ダウンとした方式が考えられる。

図 1 仕日高減衰ゴムダンパー (T型 )

図 3仕 口高滅蓑ゴムダンパー (L型 )

3.基 本 性 能 試 験

31 試験体

基本性能を確認した試験体を図6及び表 1に各々示

す。ここで適用した仕日高減衰ゴムダンパーは、通常

使用されている接合金物の上から設置するタイプで、T
型とL型の2種類である。既存接合金物のみの試験体を

図 2変 形図

図4仕口高減衰ゴムダンパー (ブ レース)

回

□

図5仕日高滅衰ゴムダンパー (ホ ールダウン)
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基準 とし、ゴム部形状を4種類変化させた計7体の試験

体を準備 した。使用 した高減衰ゴムの基本特性は、表 2

に示すとお りである。また、今回使用した本材 (樹 種 )

は通常使用されているすぎ (等級 El10)で 、試験時の

含水率は平均 147%で あつた。

32試 験方法

図 7に 示すとお り柱 と土台の接合部分を取 り出し、

土台を反カフレームに緊結 し、アクチュエータにより

水平方向に載荷 した。載荷ステップは、柱部材角 (R)

=1ノ450,1/300, 1/200,1/150,1/100,1775,1/50,1/30, 1/15と

表 1

図 6試 験体形状

表 2 ゴム材料特性

試験体 No 金物形状 ゴム部形状 (mm) 既存接合金物

No 01 CP― T/A型

No 02 T型 80× 80× @5 CP― T/A型

No 03 T型 80× 80× @16 CP― T/A型

No 04 T型 80× 120× @5 CP― T/A型
No 05 T型 80× 120× @16 CP― T/A型

No 06 CP― T/L型

No 07 L型 80× 120× @5 CP― T/L型

材料
せん断弾性係数

C(N/mm2)
等価減衰定数

Hcq(%)
破断伸び率

Eb(%)

高減衰ゴム 040 239 600以上
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し、各3サ イクル繰返し載荷した。載荷状況を写真 1に

示す。

33試 験結果

代表的な荷重履歴曲線を図8に 、主要な変位量にお

ける等価剛性 (Keq)及 び減衰量 (Heq)を 表 3、 表4に

各々示す。剛性は、T型の場合、既存接合金物と比較し

て平均 145倍以上の向上が確認でき、特にゴム部の面

積を大きく厚みを薄くしたNo 04は 、平均で233倍の

同1性の向上が確認できた。No 04と ゴム部が同形状のL

型のNo7の 剛性の向上が平均で 147倍 とT型 と比較し

て低かつたのは、土台との固定度が低く、ほぞの抜け

出しによるものである。この傾向は、既存接合金物の

みのNo 01と No 06の比較においても確認できる。

減衰量は、T型の場合、既存接合金物と比較して平

均 147倍以上の向上が確認できた。ゴム部の面積より

厚みの影響が大きいと予想していたが、No 04と N005

との比較ではその影響は顕著に確認できなかった。こ

れは、ゴムの厚みが@5mmの 試験体 (No 02,No 04)の

4000

3000

2000

21000
1B1  0
栞コ_1000

-2000

-3000

-4000

写真 1 載荷状況

柱の部材角

-50  -40 -30 -20 -10   0   10   20   30

変位 (mm)

図8荷重履歴曲線

場合でも、せん断ひずみが最大でγ=226%の ため、厚

みによる影響が出にくかったことと、本材の特性のば

らつきによるものと推測される。No 04と ゴム部が同形

状のL型のNo7の 減衰量の向上が平均で145倍 とNo 04

と比較して低かつたのは、剛性と同様に土台への固定

度が低く、ほぞの抜け出しによるものである。

4地 震 応 答 解 析

41 対象建築物

既存接合金物のみと比較して、等価剛性 (Kc♪ が233

倍、減衰量 (Heq)が 162倍 と制震部品としての効果を

確認した表1の No 04の 仕日高減衰ゴムダンパーを適用

し、図9の平面図に示した建物を対象に地震応答解析を

実施した。ここで、対象建物は一般的な軸組構法の木

造住宅を対象とするため、参考文献 1)を 参考にした。

対象建築物の諸元は、床面積 :1階 6749m2、 2階 6293

m2、 重量 :1階 122 0kN、 2階 228 2kN(屋 根荷重含む)、

-1/15     -1/30      0        1/30      1/15

1…1=‖ lllil…
…
|…
…~~|~~:二易″グ」

…
1
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変位量 試験体 No

mm R
01 03 04

Nノmm N/mm 02′01 N/mm 03/01 N7111m 04701 N/mm 05ρ l N/mm N/mm 07701

13 1/450 201 791 149 1092 205 842 136

1′200 466 957 205 709 152 121 2 260 1028 554 709 128

1/100 427 843 197 167 1182 277 209 482 646 134

120 1/50 557 793 142 123 1133 203 756 403 620 154

1/30 547 737 135 120 1034 723 132 572 186

400 642 126 525 103 854 582 115 241 445

平均 481 845 145 1107 233

“

0 633 147

表 3 等価岡1性の変化

表 4減 衰量の変化

変位量 試験体 NO

mm R
02 03 04 05 07

% % 02/01 % 03701 % 0401 % 05/01 % % 07/01

13 1/450 216 131 353 164 175 124

30 1/200 284 126 448 323 143 141 155 214

60 1/100 126 171 137 333 147 194 144

120 1わ 0 196 294 150 151 326 166 176

200 341 194 173 177 199

400 1/15 324 336 174 171 344 151 248 164

平均 210 305 147 374 178 338 162 343 145 209 145

総重量410 2kN、 階高 :1階 28m,2階 (屋根含む)39m、

固有振動数 :3 3Hz、 減衰定数 :50%である。耐震要素
はすべてlP筋交い壁 (筋交い :105mm× 45mm)を 用
い、建築基準法の壁量充足率は必要壁量に対し、1階XY
方向とも12314%,2階XY方向とも11648%と 満足し

ている。

42解 析条件

対象建築物の復元力特性は、図10に示すとおり参考

文献2)の筋交い壁の水平加力実験結果を参考にした。

なお、対象建築物の剛性は、X,Y方向ともに等しい。

また、仕日高減衰ゴムダンパーを付加した復元力特性

は、図 11の水色曲線に示すように、ベイマツ筋交い

105mm× 45mmの lP片筋交い壁 (壁倍率 10倍)の筋

交い接合部に、仕回高減衰ゴムダンパーを2個取付けた

場合を仮定した赤色曲線を基に、復元カモデルを原点

指向型で仮定した。この「筋交い壁 +仕日高減衰ゴム

ダンパー」モデルの 1次岡1性 は2 3kN711nm,2次剛性は

09kNhm,3次岡1性は最大耐力後の負勾配は発生しな

いものと仮定し0 001kN/mmと 設定した。解析モデル

は、各階を剛体とした2質点モデルとし、復元カモデル

は、「筋交い壁十仕日高減衰ゴムダンパーJモデルを各

階の筋交い壁 (両 筋交い :壁倍率20倍、片筋交い :壁

倍率 10倍)の壁倍率合計 (1階壁倍率合計 :140、 2階

壁倍率合計 :70)|こ 換算した。

解析方法は、Ncwmark β法を用いた直接積分法によ

り、多質点系時刻歴地震応答解析プログラム「cygwinJ

を用いた。入力地震波は日本建築センター模livTtt b●―

Ll(原 波)、 エルセントロNS(原波)、 神戸NS(原波)

の3波 を対象とした。

43解 析結果

時刻歴地震応答解析結果の代表例として、EICcntro

NS波 による各階層間変位を図12に 、地震波毎の応答結

果を表5に各々示す。解析の結果、各筋交い壁に仕日高

減衰ゴムダンパーを設置して等価同1性 を上昇させるこ

とにより、応答変位は平均で268%、 最大で411%低減

された。更に、高減衰ゴムの減衰力により、最大応答
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加速度は上昇することなく、平均で 150%、 最大で

298%低減された。

5 ま と め

本仕日高減衰ゴムダンパーを従来の接合金物に付加

することによ|り 、剛性、減衰ともに向上することが確

認できた。そして、地震応答解析により、本仕日高減

衰ゴムダンパーを筋交い壁に設置することにより、最

大応答変位、最大応答加速度ともに低減されることを

確認した。今後、フレーム実験、動的実験等を経て、商

品化に向けた検討を進めていく。

参考文献

1)阪 田、三宅、平野、河合、腰原、箕輪、五十田 :震

動台による既存木造住宅の耐震性能検証実験 その

5 被災後に補修 された建物の性能 (震 災復旧実

験 )、 日本建築学会大会学術講演梗概集、pp 377

378、  20069

2)大野、岡部、佐久間、下屋敷 :耐力壁の水平加力試

験における繰 り返 し回数の影響、日本建築学会大会

学術講演梗概集、pp 279 280,20009

古田 智基

Tomokl FURUTA

2000年  入社
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BANDO TECIMCAL REPORT No12/2008

Owner
長方形



技術資料

武居 正史
*1

Masafllmi TAKESUE

2 ライフサイエンス分野 にお ける

シリカコー ト粒子

21 ライフサイエンス分野におけるシリカコー ト技術

の応用について

飛躍的発展を遂げようとしているライフサイエンス

分野では高速、高効率化、多量処理を必要としている。

生検査分野においては、検査材料に微粒子が使用され

ている。例えば金微粒子を使つたイムノクロマ トグラ

フィー法、蛍光粒子による蛍光観燿1、 また自動処理化

目的として磁性粒子が用いられる。 しかしながら、い

ずれの粒子 も単一の材料構成では充分な能力を発揮す

ることはなく、抽出、検出したい目的物質と特異的に

反応する表面が必要となる。よって金粒子、蛍光粒子、

磁性粒子にしても、それらの表面に特別の官能基、コー

ト層を施 して初めて実用化できる。例えば、特異的表

面 として使われるものの 1つ がシリカである。シリカ

はDNA(デオキシリボ核酸)と ある条件で吸着、脱離

をすること力`わかっている。シリカを使ったDNA lll出

法は、従来のフェノール、アルカリなどの有害試薬を

用いた手法に代わる簡便な方法 として急速に浸透を遂

げるが、単にシリカ、シリカ球を使っただけでは回収

過程が煩雑にならざるを得ないため、高速、簡便化の

妨げとなった。そこで提案されたのがシリカコー ト磁

性粒子である。磁性粒子表面にシリカ層をつけること

で、DNAの吸着 した粒子を自由自在に操ることが可能

となる。当社の検討の結果、種々の反応条件を変える

ことによって、粒子間凝集、シリカコー ト膜厚、表面

電位、比表面積などを制御することが可能となった。こ

れらの一例を図 1に 示す。

コアシェル構造シリカコー ト粒子

Silica‐coated Particies Having core¨ she‖ Structure

田辺 美晴
*1

Miharu TANABE

1緒 言

微粒子材料は、従来の素材にな0ソ性質を持つ新材料

として注目されている。微粒子材料の応用における重

要な技術は、溶液に均一分散させること、機能性を付

与することである。これらの技術は、微粒子表面加工

によって解決されるものが多い。Flえ ば、有機物分散

剤によって保護された金、銀などの貴金属微粒子は、表

面の分散剤があるために溶液中で安定に分散できる。

また、微粒子表面を高分子有機材料やシリカ、チタニ

アのような無機材料で被覆する技術は、微粒子本来が

持つ機能の保護、表面改質、表面の機能化という目的

から重要な技術となっている。しかしながら、一般的

な平板基材と異なり、微粒子表面コーテイング技術に

関しては、確かな方法が確立されていない現状がある。

当社では、金微粒子、銀微粒子、銅微粒子をはじめ

とするさまざまな金属微粒子、蛍光体、磁性体などの

無機微粒子の創製を取り組んでおり、さらに粒子表面
へのコーテイング技術 (コ ア/シ ェル粒子化)、 官能基

導入などの微粒子の表面修飾に関する研究も行ってき

た。これまでに高分子で微粒子を被覆する検討として

金ナノ粒子のポリアクリルアミドによるコート、無機

物での検討としては、シリカコー トの検討を詳細に

行っている。微粒子のシリカコート技術は、ライフサ

イエンス分野、オプトエレクトロニクス分野、実装配

線分野などのさまざまな材料に適用することが可能で

あり、一部で実用化されている。本報告では、当社で

行ってきた粒子のシリカコートの検討結果と、それに

より獲得した技術、横展開について解説する。

Coatin.・  on sulfacc of various particlcs can provide additional properties, for examplc, adsolption propclty, chcmical

rcactivity,dispersibili、、and solubility ProccssCS and propcllics of silica― coa“ d palticlcs havc bccn widcly studicd to apply

biotcchnology, Opto_clcctronics, and othcrs  ln this papcr, it is rcportcd枷 ,Out two silica― coated Parlicles  Silica― coated

magnctic parliclcs adsorbcd cfllcicntly DNA(dcoxyttbOnuclcic acid)by Optimizing dispcrsibility of thc particlcs in water and

by moditting fllnctional group to thc surfacc on● lica coatcd laycr Thc othcL silica coated ZnS pa● iclcs can bc contlollcd

thickncss of thc silica―coatcd laycr without aggrcgatiOn

*1開
発事業部
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図 1 シリカコー ト磁性粒子の電子顕微鏡写真

(左 :膜厚 20 nm:右 :膜厚 40 nm)

22 DNA抽出用シリカコー ト粒子について

シリカコー ト条件と粒子構造の相関関係の検証結果

を踏まえて DNA抽 出用粒子を設計 し、DNAの抽出性

能を評価 した。シリカコー ト磁性粒子を使ってDNAを
抽出するには、試薬や物理的作用により細胞を破砕 し、

DNAを細胞外へ露出させた後、吸着補助試薬 として塩

酸グアニジン、グアニジンチオシアン酸塩などの存在

下、シリカコー ト磁性粒子に吸着させる方法 (プ ロ ト

コル)が一般的である。本検討では、この基本プロ ト

コルを使っている市販のプラスミド回1又 キットを利用

して検討を行つた。プラス ミドDNAを含む大腸菌を培

養 し、一定量を集菌 した。菌に試薬を加え、細胞を破

砕 し、余剰の細胞片を取 り除いた。その後吸着補助剤

とシリカコー ト磁性粒子を添加 しDNAを粒子に吸着さ

せた。磁石で粒子を集めながら数回洗浄した後、水を

加えて、粒子表面のDNAを遊離させた。遊離 したDNA
水溶液の波長260 nmにおける吸光度測定により、DNA
の定性および定量、260/230(nm),260/280(nm)の 吸光度

の比でDNA純度を評価 した。当社標準品と市販キット

付属の粒子を用いて比較検討 した結果を図 2に示す。

当社標準品は市販キット付属品と比べて、同一粒子

濃度では同等以上のDNA抽出性能であるが、粒子濃度

を薄くした場合、当社標準品は市販キット付属品より

DNA抽出量が多 くなっている。

さらに図 3の ように、粒子濃度を薄めた場合におけ

るDNA抽出効率を粒子グラム量あたりで比べてみる

と、粒子濃度が薄い方が単位量あたりのDNA抽 出量が
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多くなる傾向にあることがわかる。この結果は、検査

時の精度を上げることができ、且つコストを低減でき

る特長を示すものである。また粒子濃度が薄い場合に

おいて、DNA抽出効率が向上する要因として粒子の分

散性が考えられる。

粒径および溶液中での分散状態の指標となるDLS
(動 的光散乱)粒径とDNA抽 出量の関係は粒径が大き

くなるとDNA抽出量が悪くなる傾向となった。一次粒

径が同じ場合 (電子顕微鏡観測による粒径)、 DLS粒径

の大きさは凝集状態の目安となることから、粒子が凝

集するとDNA抽 出量の悪化を招くことを示している。

つまり、当社標準品は粒子の分散性が良いために、

DNA抽 出効率が高くなると考えられる。

さらに、シリカコート磁性粒子の表面電位 (ゼ ータ

電位)を コントロールし、検討した結果を図4に 示す。

表面に官能基を導入し、マイナスチヤージとなるよう

な粒子にしたもので、DNA抽出量を飛躍的に増やすこ

とができた。

3 オプ トエレク トロニクス分野

におけるシリカコー ト粒子

当社のシリカコート技術は磁性粒子以外にも、さま

ざまな微粒子に適用可能である。ZnS(硫化亜鉛)は、

Ag、 Cuな どの不純物元素を導入した蛍光体として広く

実用化されているほか、屈折率が高いためコロイド結

晶の素材としての適用も検討されている。このZnSの

単分散微粒子を調整し、さらに様々な膜厚でシリカ

コートしたものを図 5に示す。コアのZnS微粒子は粒

径 351nmで あるが、膜厚を25-325 nmの 範囲で調整す

ゼータ電位とDNA抽出量僻g/mg)の 関係

BANDO改良品 D 硼
f BANDO標 看諾0
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］
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図4 ゼータ電位とDNA抽 出量の関係

図 5 コー ト膜厚の異なるシリカコー トZnS粒子の電子顕微鏡写真

a)コ ー トなしib)25 nmic)50 nm;d)125 nmie)200 nmif)325 nm
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ることができた。それぞれの粒子は凝集せずに分散性

を保ったまま、シリカコー トされていることが分かる。

その他にもポリスチレンなどの高分子微粒子、様々な

金属微粒子へのシリカコー トも研究中である。

4 結 言

このように微粒子の構造制御 とシリカコー ト処理、

さらにその表面の修飾をすることで、粒子の付加価値

を上げることが可能となる。シリカコー トは生体物質

田辺 美晴

Miharu TANABE

2003年  入社

開発事業部

を吸着する機能のみを特長とするわけでない。その用

途は幅広 く、シリカの透過性、安定性を有効的に使い、

コア粒子の表面改質、透過性、保護を目的として多様

に利用できる。当社では本文で述べたようなシリカ

コー ト技術をライフサイエンス用途やオプ トエレクト

ロニクス用途のみならず、一般産業用としてさまざま

な材料への適用を検討 している。コア粒子の大きさや

表面の性質が異なるため、コー ト条件の検討が心要で

あるが、順次それらの開発をしていく予定である。さ

らにシリカ以外でのコーテイングも研究中である。

武居 正史
Masaftlmi TAKESUE

1990年 入社

開発事業部
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特 許・ 実 用 新 案 登 録 一 覧

(200610 - 2007 9)

(日 本特許 )

特許番号 発明者 発明の名称 ・ 要約

願 H10112975〔 H100423]

開 Hl1 299323〔 HH′ 11702]

登 3942727-[200704/13]

大谷 真徳

中村 交成

〈名称〉搬送装置

く要約〉植物を挟持していない状態で、クッシヨン体のベルト幅方向両側面を

ベルト本体のベルト幅方向両側面よりもベルト幅方向中央側にずらし、

ベルト幅方向に変形したクッション体のベルト幅方向両側面がベル ト

本体から突出するのを抑える。

原頁H08-194644[H08′ 07′24]

開 H1038040[H10′ 02′ 13]

登 3881722-[2006′ 11′ 17]

永谷 修―

官田 博文

西川真一郎

〈名称〉ベルトの支援方法及び設計支援装置

く要約〉一方向にのみ トルクを伝達するカップリング部分のばねに加わる歪み

が トルクを伝達する歪みである場合、カップリング部分のばね定数を

ばね要素の値として計算を行う一方、カツプリング部分のばねに加わ

る歪みが トルクを伝達しない歪みである場合、カップリング部分のば

ね定数を一方向にのみ トルクを伝達するカップリング部分のばね定数

よりも低い値か零にし又は トルクを伝達しない。

願 H09-88334[H09′ 04′07]

開 H10279037[H10710201

登 397789112007/Oσ 29]

大飼 雅弘 く名称〉コンベヤベルト

く要約〉コンベヤベル トのジョイント部のみ補強体をなくして、そのジョイン

ト部のみの幅方向の岡]性 を他の部分よりも低くし、ジヨイント部での

ローラ荷重を下げる。

願 H09231895[H09Ю 8/28]

開 Hl1 57570[Hl1/03/02]

登 3940206-[2007704706]

央

典

隆

諭

泰

清

田

口

付

泉

八

山

河

く名称〉ローラ表面へのコーテイング材の塗布方法及びその装置

く要約〉ゴムローラを一方の湾曲搬送部分のローラ投入部から投入する。各ゴ

ムローラを、上11直線搬送部分において、その軸線を水平にして自転

しつつ搬送する。その搬送の際、まず、塗料がオーバーフロー状態で

貯留されている塗エタンク上を通過することで、ローラ表面に塗料を

塗布し、それに連続して、自転状態を維持したまま乾燥炉にて乾燥す

る。

原頁H09‐ 262262[H09′ 09/26]

開HH 102114[Hll′ 04/13]

登 397790512007Ю6/29]

吉田 裕彦

永瀬 貴行

厚見 忠由

〈名称〉電子写真用現像ローラ

く要約〉回転軸の外周に導電弾性層 と表面層とを同心に積層 して設けた現像

ローラにおいて、表面層をシリコン化合物を分子内に導入したポリウ

レタン、特に、グラフト共重合によってシリコン化合物を側鎖に導入

したポリウレタンで形成する。

原頁H09-2697701H09′ 10′02]

開 HH 108125[H“ ′04′20]

登 3917264-[2007′ 02′ 16]

梅田  栄

大川 浩―

岩崎 英丈

く名称〉高負荷伝動用Vベ ルト

〈要約〉各Hブロックのベルト長さ方向両側面であってベルトビッチラインよ

りも背面側に、背面に向かって該プロツクのベルト長さ方向中央側に

傾斜する背面側傾斜面をそれぞれ形成する。また、各プロックの背面

及び内面に、アイドルプーリ外周面が接触するベル ト幅方向に延びる

背面側及び内面側ス トレート部をベルト幅方向に所定寸法で形成する。

願 H09277258[H09/10/09]

開 HH 108121[HH/0″ 20]

登 3927662-[2007′ 03′09〕

田島 義隆 く名称〉伝動用ベルト及びその製造方法

く要約〉帆布の端部同士の縫着部分におけるベルト背面露出側の上糸の大さを

下糸以上とする。また、上糸及び下糸を、共にポリアミドのマルチフィ

ラメント撚糸とする。
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特許番号 発明者 発明の名称 ・ 要約

願 H10235627〔 H10/08′21〕

開 2000-62037〔 21X10/02′ 291

登 3961688‐ 12007705′ 25〕

一
一
彦

浩

敬

木

木

荒

茨

く名称〉カバーゴムシー トの成形方法及び成形装置

く要約〉未加硫ゴムのベースシートとクッションシートとを貼る合わせてカバー

ゴムシートを成形する工程において、クッションシートの下面にそれよ

り幅の広いベースシー トを仮に貼合わせた後、ベースシートのエッジを

検出して、それを基準としてカット手段の位置を定めてクッションシー

トの両側端周辺部をカットし、その切断された側端周辺部をベースシー

トより取 り除くことにより、クッションシー トのベースシートに対する

幅方向の位置をFtB整する。

願 HH 28133[Hl1/02/05]

開2000225617[2000708715]

登 401177612007709/141

片山  宗 く名称〉使用済みSTコ ンベヤベルトの処理方法とその装置

く要約〉古ベルトを焼却、埋め立でする処理方法では、スチールコー ドを短く裁

BIIす る必要があり、裁断刃の寿命が短 く、又焼却、埋め立て処理するに

は公害問題を生じることがある。そのまま再利用する方法では、需要が

少なく古ベルトのすべてを活用することはできない。この発明は、古べ

ルトをゴム材と中古コードとに分離して資源として活用することを目的

とする。使用済みSTコ ンベヤベルトをその長さ方向に沿って細長く切

断して該ステールコードが 1本 である単志ベルトに分割した後、単芯ベ

ルトをSト リップダイスを通すことにより該中古コードとゴム材とに分

離する。

願 H H 40970〔 HH/02′ 19〕

開 Hl1 2872981Hll′ 10/19]

登 3923207-12007/03/02]

浩

勧

長

本

上

橋

藤

尾

高

く名称〉伝動ベル ト

く要約〉′し、線が埋設されてなるVリ ブドベルトにおいて、ベルト自体の経時寸法

変化と、走行後ベルト伸びとを共に小さく抑えて、サーペンタインドラ

イプにおけるテンショナの作動スペースが小さくて済むようにし、もっ

て、サーベンタインドライプを採用することによるエンジンルームのコ

ンパクト化に大きく寄与できるようにする。撚 りをかけたポリエチレン

ー2、 6-ナ フタレート繊維からなる心線を用い心線の生コード状態の

ときの初期引張抵抗度を 150～ 500g7de範 囲内にする。

llA2001 12322812001704/20]

開 2002-31711512002′ 10/31〕

登 3942841 12007704/13〕

長谷川 誠

三木 隆司

永瀬 貴行

稲井 博之

岡崎 貴彦

〈名称〉OA機器用導電性部材

く要約〉105ヽ 1012 0 cmの 体積抵抗領域において極めて安定 した導電性を示

し、導電性の自〕加電圧依存性狩り遺作、連続通電時の導電性の変化が小

さく、温湿度変化等の環jJi条件変動による導電性の変化が小さく、不

リードやブルームによる感光体汚染を生じるKと のないOA機器用導電

性部材を提供する。非エーテル系ポリウレタン及びビス(ト リフルオロ

メタンスルホニル)イ ミドチリウムからなる組成物を成形してなるOA
機器用導電性部材。

lln H09 211852[H09/08/06]

1壻 HH 048183[HH′02′23〕

登 3899165[2007/01/05]

堤  幹 夫 く名称〉ロボットアームの過負荷保護装置

く要約〉係属中ロボットアームに装着されるハンドに過負荷が入力されたときに

変位 してアームを保護する過負荷保護装置として、3点支持構造の持

つ、変位後の復帰の位置精度や固定時の岡1性の向上、高度の加工精度や

組立精度の不要化という利点を生かしつつ、軸傾斜方向の過負荷検出感

度の方向性を円形に近図付けて均一化する。ロボットアームにとりつけ

られたるアーム側プレートの受圧部と、ハンドに取り付けられるハンド

側プレー トの受圧部との間に1つの中間プレー トを配設し、この中間プ

レー トが両受圧部間に狭圧されるようにハンド側プレートを押圧する押

圧機構を設け、中間プレー トとアーム側プレート及びハンド側プレート

の受圧部との間をそれぞれ3点支持構造により支持して、これらの 3点

支持構造の支持点を正6角 形の頂点位置に配設する。
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特許番号 発明者 発明の名称 ・ 要約

願 2001-330860[2001′ 10729]

開 2003128792〔 2003/05/08]

登 3950317-[2007704/27]

和田 法明

厚見 忠由

〈名称〉架橋クロロプレンゴムの再生方法

く要約〉密閉式混練機を用いた大量処理が可能であり、再瀬により得られたクロ

ロプレンゴムを再び架橋させた場合に強度の強い架橋クロロプレンゴム

が得られる架橋クロロプレンゴムの再生方法を提供する。架橋クロロプ

レンゴムを含有するクロロプレンゴム組成物からなる平均粒径 3mm以

下のゴム粒子に対して、下記式 (1)及 び下記式 (2)で表される関係

を満たす量の未架橋クロロプレンゴムを添加し、密閉式混練機により混

練を行う工程を有する架橋クロロプレンゴムの再生方法。y≧ 5x+5
(1≦ x≦ 3)(1)y≧ 10(xく 1)(2)式中、xは ゴム粒子の平

均粒子径 (mm)を 表し、yは ゴム粒子 100重量部に対する未架橋ク

ロロプレンゴム1/i加 量 (重量部)を 表す。

願 2001-364555〔 2001/11/29]

開 2003166597[2003/06/131

登 3907456-[2007“ Dl′26]

鮒

姫

野

中

奥

野

〈名称〉高負荷伝動用Vベ ルト

く要約〉帆布部材が張力帯の本体ゴムの上下表面に接着され、複数のプロックが

張力帯の凹凸に噛み合わされて係止固定された高負荷伝動用Vベルトに

おいて、帆布部材のゴム組成を所定範囲に特定することで、ベル トの伝

動効率及び耐久性を向上する。張力帯のコグにおける平坦部のゴム硬度

をJIs c硬度で75以上且つ83以下にする。帆布部材の長さ方向におけ

る貯蔵弾性率を60 2MPa以上且つ 130MPa以 下にする。

原貞2002-6162[2002′01′ 15]

開 2003‐ 20601312003′ 07′22]

登 3907479[200770126]

東   篤 〈名称〉コンベヤベル トおよびその製造方法

く要約〉コンベヤベルトは、積層された未加硫のゴム組成物からなるゴムシート

を熱盤で加硫して製造されるが熱盤によつて挟む際には、該熱盤とコン

ベヤベルトとの間に離型剤を添加しておくことが必要となる。しかし離

型剤を使用すれば、コンベヤベルト表面に汚れやべたつきの原因となり

外観不良を生じやすいという問題がある。本発明は、このような離型剤

による汚れ、表面凹凸および流れムラなどによつてベルト外観を損なう

ことのない、搬送性および樗区動性に優れたコンベヤベルトを提供するこ

と、およびその製造方法を提供すつことを課題とする。志体層の上下に

カバーゴム層を積層一体化してなるコンベヤベルトにおいて、カバーゴ

ム層の表面に短繊維が含有されていることを特徴とする。

願 2002-3637512002′ 02′ 14]

開 2003-236998〔 2003/08/26]

ζ圭3923332-[2007703/02]

樹

晶

夫

寛

文

久

藤

山

谷

内

西

門

く名称〉装飾用シー ト

く要約〉柔軟な風合い、耐久スクラッチ性、耐候性、耐薬品性を有し、折 り曲げ

時に自化せず、3次元曲面への追従性に優れた装飾用シートを提供す

る。メタクリル酸メチルーアクリル酸アルキル共重合体と、メタクリル

酸メチルーアクリル酸アルキルースチレン共重合体とを含有する基材層

に、フッ化ビニリデン樹脂及びアクリル系樹脂を含有する表面保護層を

積層 した装飾用シー トである。

願 200242685[20020ν 20]

開 2003-23694512003′ 08′26]

登 3998994-[2007′ 08/17〕

金口 真明 く名称〉筒状スラブの型抜装置及び型抜方法

く要約〉外周面に凹溝を有し、金型保持機構の上部及び下部係合部材が軸方向両端

の小径部に係合して保持された内金型に対し、内周面に上記凹溝により形

成された凸条を有し、スラブ保持機構の圧着爪部材が外周面に圧着して保

持された筒状スラブを昇降機構により上昇移動させることで型抜きを行う

ようにしたベルト用の型抜機において、はす歯ベルト等、内金型の凹溝が

螺旋状である場合に、筒状スラブの上昇移動速度に合わせて上部及び下部

係合部材と圧着爪部材とを軸心回りに相対回転させる手段を設けることな

く、型抜きが行えるようにする。上部及び下部係合部材をそれぞれベアリ

ングにより軸心回りに回転可能にし、筒,大スラブの上昇移動に伴い、内金

型を軸心回りに連れ回りさせるようにする。
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特許番号 発明者 発明の名称・ 要約

原頁2002‐ 198451[2002/07′ 08]

開 2004‐ 36855[2004/02′ 05〕

登 4011997‐ 〔2007′09′ 14]

井上

湖中

石 |‖

立道

西田

茂

二

男

彦

次

豊

淳

秀

誠

健

く名称〉ダブルコグドVベ ルト

く要約〉実際の 2輪車のトランスミッション装置に用いて走行させた場合でも、

高い伝動能力と高い耐屈曲性とを得ること力
'で

きるダブルコグドVベル

トを提供する。ダブルコグドVベ ルトは、心線を有するエンドレス長手

方向に沿って一定ビッチで形成された下コグを有する下コグ形成部と、

心線埋設部のタト周側に一体に設けられベルト長手方向に沿って一定ピッ

チで形成された上コグを有する上コグ形成部と、を備える。少なくとも

下コグ形成部は、引張弾性率40CPa以 上の短繊維がベルト幅方向に配

向するようにゴム成分 100質量部に対 して15～ 25質量部混合分散され

たゴム組成物で形成されていると共に、心線は、ポリエステル繊維で形

成されている。

願 2002260446〔 2002/09/05]

開 2004‐ 98353[2004′ 04/02]

登 4012021‐ 〔2007709/14]

浅見 葉子

長谷部兼輝

原 浩一郎

く名称〉平ベルトの製造方法

く要約〉高耐久性能を有する平ベルトの製造方法を提供する。平ベルトloの 製

造方法は、周方向に伸性を有する筒状の心体 12に 液状の接着剤41を 付

着させるステップと、接着剤41が乾燥する前に心体 12を 円筒状金型42

に被せるステップと、心体 12に 付着 した接着剤41を乾燥させた後に心

体12上 にベル ト用エラス トマー材料43を 設けるステップと、を備える。

原目2002‐ 318684〔 2002′ 10731]

開 2004‐ 148470〔 2004705′ 27]

登 3893144〔 2006712′ 15]

堤  幹夫 く名称〉ロボットアームカップリング装置の脱落防止装置

く要約〉着脱シリンダ60に よリツールプレート30を マスタープレートHに着

脱させる着脱機構43を備えたロボットアームカップリング装置におい

て、マスタープレー ト11か らッールプレー ト30の脱落防止を安定して

確実に行う。着脱シリンダ60の分離室59の加圧エアを供給するエア通

路76に 、マスタ及びツールプレート11、 30への結合状態で第 1位置 P

lに 、また分離状態で第 2位置P2にそれぞれ切 り換わるッールプレー

ト検出バルブ80と 、マスタープレート1が ッール置第90上の所定位置

にあるときに第 1位置Plに、またないときに第2位置P2にそれぞれ

切り換わるツール置台検出バルブ81と を直,1に 接続 したバルブ機構79

を設け、両バルブ80、 81が ともに第 1位置Plに あるか又はともに第

2位置P2に あるときに分離室59に加圧エアを供給 2に あるときに、

分離室59を 大気に開放 しかつ加圧エア供給源からの加圧エアを大気中

に放出するようにする。

願 2003172737[200370α 27]

開 20057676[2005Ю 1/131

登 4018033[2007709/28]

干

太

剛

新

山増

谷

く名称〉ブレー ド素材とその製造方法および製造装置

く要約〉熱硬化型ポリウレタンのブレードを連続して製造することができ、生産

効率が高く、製造工程の自動化が容易で、簡略化でき、設備コス トを安

くできる高品質のブレー ドおよびその製造方法 製造装置を提供する。

成形溝を備えた加熱された成形 ドラムを利用して、所定巾のブレー ドを

連続して製造する方法であって、外部加熱手段を備えることによつて、

厚いブレー ドの高品質で生産する方法及び製造装置。

願 H0914806[H09Ю 1/13]

開 H10195411[H10/07ρ 8]

登 3987151〔 2007Ю 7/20]

子

雄

和

佳

秀

正

橋

田

橋

一日

皇
¨
石

く名称〉ホットメルト接着剤

く要約〉ポリエステル系ホツトメルトをベースとし、5ヽ 25wt%の 含有率にな

る量のグリセリン変性ロジマイシン酸エステルをnII合 し、且つ、125℃

の溶融粘度が 1× 10の 2乗 ～5× 10の 3乗 pa sの ホットメル ト接着

斉1。
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特許番号 発明者 発明の名称・ 要約

原頁2004-39538[2004/02/17]

開 2005-24166212005709′ 08]

妥曇4012159-12007′09′ 14]

谷  新太 く名称〉電子写真装置用ブレー ド用接着剤及び電子写真装置用ブレード

く要約〉感光体汚染やトナー汚染の起こらない熱硬化型ポリウレタン樹脂接着剤

及びブレー ドを提供する。イツシアネー ト基の反応触媒として一般式

[I]で表される水酸基を有するアミジン化合物を用いた硬化型ポリウ

レタン接着剤を用いて、電子写真装置用ブレード素材と金属製ブレード

ホルダーを接合する。

願 2004-60354[2004′ 03′04]

開 2005121206[2005Ю5/12]

登 3927959-12007′ 03/09]

官田 博文

西川真一郎

吉村 真志

く名称〉伝動ベルト用プーリ及びベルト伝動装置

く要約〉伝動ベルト3の蛇行を防止する。円筒状のプーリ本体5を 筒状の軸部材

Hにて回転自在に支持 し、この軸部材 Hに支持ロッド8を 挿入して、

軸部材 Hを弾性体 10に よって支持ロッド8に弾性支持 し、伝動ベル ト

3の片寄りを生じたときに、プーリ本体5を 軸荷重の方向において高低

差を生ずるように傾斜し且つ伝動ベルト3に
'十

して斜交いになるように

回転変位させ、伝動ベル ト3を 元に戻す力を発生させる。

原頁2004‐ 331491[2004′ 11′ 16]

開 2005‐ 190993[2005′ 07′ 14]

登 3881996-[2006′ 11′ 17]

赤司

城田

隆

彦

信

靖

く名称〉有機電子機能材料とその利用

く要約〉光 電子変換機能を有し、酸化還元が可逆的であって、それ自体でアモ

ルファス膜を形成することができ、ガラス転移温度が高いうえに、繰返

しの酸化還元においても、ビーク電流値の変化が少なく、従って、安定

性にすぐれた有機電子機能材料を提供する。このような有機電子機能材

料は、例えば、有機エレクトロルミネッセンス素子を含む種々の電子デ

バイスにおける正孔輸送材等として好適に用いることができる。
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新製品紹介

バンコランロングシンクロベル トLSB― U S14M、 S25M

(担 当 :運搬 建設資材事業部 技術部 サンライン技術グループ)

1 はじめに

当社はロングスパンの伝動 搬送用途にポリウレタン製およびゴム製の長尺歯付ベル トを販売 してまい りました。

特にバンコランロングシンクロベル トは、ポリウレタンの耐摩耗性を活か し、クリーン環境での用途 (プ リンタ プ
ロッタなどの駆動用、液晶 半導体などの軽搬送用)に S2M、 S3M、 S5M、 S8Mタ イプをラインナップし販売 してま
いりました。液品/半導体市場は、台湾 韓回 アメリカを軸に最 も成長性が著 しい分野であ り、日本のメーカーに

おいても設備投資が盛んな状況にあります。特に第 8世代や第 9世代の大型用のlit晶 デイスプレイ、プラズマデ イス

プレイなどを効率よく生産するために、ガラス基板やパネルの大型化 重量化が進んできております。

2 開発の背景・ねらい

これに対 してバンコランロングシンクロベル トの品揃えは、S8Mタ イプが最大強度をもつベル トでしたが、市場
から要求される使用条件が厳 しくなってきたため、強度不足でlL用 できなくなってきました。そのため、当社はク

リーンな大型 重量搬送システムのニーズに応えるため業界で最高強度を有するバンコランロングシンクロベル ト

S14M、 S25Mタ イプを製品化いたしました。

3特 長

①業界最高強度 (伝動 搬送能力)

S25Mタ イプ ー 1200N/mm幅 (許容張力)

S14Mタ イプ ー 9ooN/mm幅 (許容張力)

(参考)S8Mタ イプ ー 470N/mm幅  (許容張力)

② 優れたクリーン性

優れた耐摩耗性を有しているため、クリーン環境での用途でご使用いただけます。

③優れた静粛性
大型歯でありながらスムーズな噛合いを実現 し、優れた静粛性を有 してお ります。

①優れた耐久性
高強度でありながら屈曲疲労性に優れた′と、線を使用 しているため、優れた耐久性を有 しています。

4製 品のラインナップ

単位 :mm

種類 歯 ビッチ ねs 力

`

S r♭♭ 4 L ′

S25ヽ1 1625 1625 250 250
S14R/1 14 Ｑ

０
（
Ｕ 140 140 1397

S8M(参 考) 8 50 Ｑ
０ 520 080 080 0686
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新製品紹介

摩擦伝動ベル トにおける省エネルギー対応技術について

(担 当 :伝動事業部 伝動技術研究所 設計 2グループ)

1緒 言

京都議定書の決議からlo年 、地球温暖化対策として

省エネルギーとco2削 減に関して世界規模で関心を持

たれている昨今、エネルギーを有効、且つ損失を低減

させる行為、それを実現させる技術は重要といえる。摩

擦伝動ベルトにおいては、過去から如何に動力を効率

良く伝達させるかという、伝達効率向上に注視し、改

良開発に鏑を削ってきたが、効率を上げる為にベル ト

の形状を抜本的に変える、非常に高価な材料を用いる

等、実際問題として、高効率化でベルト単体価格が上

昇することが否めなかったの力'現状である。今回、非

常に容易に、■つ比較的低価格で高効率とエネルギー

損失を低減させることを可能にするベルトとして市場

に受け入れられている「省エネパワーエースJを紹介

する。

2摩 擦伝動ベル トの伝達効率

そもそも摩擦伝動における伝達効率は、以下図 1の

方法で測定できる。

ベル トの種類によって当該値は変化するが、一般的に

は適正張力下において 90～ 98%と される。

3 摩擦伝動ベル トの動力損失

31 有効張力

ベルトが動力を伝えるという行為を行う際に、プー

リを挟んで張力の差が生じる。この張力の差を有効張

力といい、伝達される動力をベルト速度で割ったもので

このプーリを回転させるために必要な張力のことをい

う。図 2ベルト張力図参Лξ

ゆるみlll

Ts

／
／

／

略検

原動プーリ Tt
張り側

図 2

従動プーリ

ベル ト張力

Tc=Tt― Ts=1000P/V

(lk｀V=1000N m/s)

P(kW):動 力

Tt:張 り■1張力

Ts:ゆ るみ側張力

Tc:有効張力

V:ベ ル ト速度

32 伝動容量式

基本的な摩擦伝動ベル トの伝動容量式の考え方は以

下の式で表せることができる。

お=瑞 O Tb助×字
Rs=基準伝動容量 (kW)

2=ベ ルト許容最大張力

Tb=曲 げ張力

従動側
ヽ

試験ベル ト

図 1 伝達効率測定方法

伝達効率は次式で求められる。

従動‖1ト ルク×従動側回転数
η%= ×100

駆動側 トルク×駆動側回転数

ヽ
＼
＼

鵬
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Tc=遠′さ張力

μ
′=ベ ルト摩擦係数

θ=ベルト接触角度

つまり、あるベルトが有する最大許容張力という実力

値と、そのベルトがあるプーリを回転させるために発

生する張力を、そのベルトが有する許容可能な伝動容

量の100%効率と考え、そこから発生する動力損失を差

し引いたものが一般的な伝JIJ容量式になっている。

4摩 擦ベル トの動力損失

先述通り、摩擦ベルトの伝動効率が 100%に到達し

得ない理由として以下が挙げられる。

下図‐3「摩擦伝動におけるエネルギー損失」参照

このうち「ベルト弾性スリップによる損失」は摩擦

伝動においては避けられないものである。また、「振動

による損失J、 「遠心張力による損失Jについてもゼロ

にすることは不可能である。「側圧変化による損失」は、
ベルト剛性をあげることで回避できるが、動力伝達下

における支配度は非常に小さい。「軸摺動抵抗等による

損失」はメカニカルロスであり、ベルトと切り離して

弾性スリップによる損失

側圧変化による損失

ベル ト曲げによる損失

図3摩擦伝動におけるエネルギー損失

考えるため、今回は触れない。

当該「省エネパワーエース」は、標準ベルトに対し、

同一形状でノッチ加工することにより、残る「ベルト

曲げによる損失」を低減させることで動力損失を軽減

させる効果をベルト側から提案できるものである。

5 省エネパワーエース

51 構造概要

まず、標準パワーエースと省エネパヮーエースの構

造を以下図 4パワーエース、図‐5省エネパワーエース

に示す。

当該パワーエースは、一般に細幅Vベルトと呼ばれ、

汎用的に用いられるvベ ルトに比べ高負荷伝動用とし

て歴史あるベル トで、RMA等の規格に規定されてい

る。ベルトは、ゴム部材に合成ゴムを使用し外皮布で

覆われている。使用プーリとともに汎用性に優れるこ

と、Vベルトに比べ掛け本数が少なくなることから、幅

広い分野で利用されている。

一方、省エネパワーエースは、前述パワーエースの

底ゴム部にノッチ加工を施すことにより前者比、高効

率性、耐久性に改良がなされている。

遠心張力による損失

振動による損失

軸摺動抵抗等による損失

図5省エネパワーエース

システム側の損失

0接着ゴム

コーンケーブサイドウイール

図 4パ ワーエース
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52 ノッチ形状

省エネパワーエースのノッチ形状は、ベルトの寿命、

省エネ性を考慮し、有限要素法によりそのビッチ、ノッ

チ底R形状、ノッチ角度、ノッチ深さを検討し、パワー

エース本来の特長である、アーチ ドトップ、コーンケー

プサイドウォールという高負荷伝動に有利となる形状

効果特性をそのまま維持可能とした最適ノッチ形状と

なっている。図 6有限要素法モデル、写真 1ベル ト実

写真参照。

図6有限要素法モデル

写真1:ベル ト実写真

53 ベル ト伝達効率

先述通り、ノッチ加工を施したことによリベルトの

曲げ岡1性 を低減し、伝動効率が向上した。ベルト曲げ

岡1性 と伝達効率を比較したグラフを以下図 7ベ ルト山

げ岡」性比較と、図 8ベルト伝達効率に示す。

入力●力と伝連効車<b力 基準> O Wi100υ 5V移 301本 掛け o1501150

伝
達
効
率

％^
〉

∞

“

”

“

∽

∞

“

お

“

ｍ

ｍ

Ｏ

―/ /.

/

碁隼伝勁容量

入力動力 (即o

図8ベル ト伝達効率

54 耐久性

ノッチ加工により屈曲による発熱と放熱作用により

ベルト自己発熱温度を軽減でき、耐熱屈曲性が向上し

た。また、この効果は、プーリ径が小さくなるほど顕

著となる。以下表 1に耐久評価条件、図9に 3Vの寿命

指数比較、図 10に 3Vベルト発熱温度結果、図 11に 5V

寿命指数比較、図 12に 5Vベルト発熱温度結果を示す。

表 1 耐久評価条件

曲げ剛性E1 5Vを 100と した場合

パワーエース5V

●エネパワーエース5V

図 7 ベル ト曲げ岡1性比較

正菌 lf4件

レイアウト

条件

タイブ 5V

駆動 従動ブーリビッチ径 φ150

駆動軸回転数 mnl 1800

負荷 kW 29 147

荷重 (DW)

試験ベル トサイズ 3V-425 5V-500

3V耐久試験結果

走
行
時
間

（指
数
０
従
来
品
）

従来品   省エネパワーエース 省エネパワーエース 省エネパワーエース
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3V耐久試験結果

ベ

ル
ト
温

度

（℃
）

ゴム硬度

89JIS A
雌
い

ユ
ｍ 無̈ 確

い
工
帥

従来品    省Iネパワー■―ス 省エネパワーエース 省エネパワーエース

55 省エネルギー性

省エネルギー性について台 卜、及び実機にて確認 し

た結果、効果は以下のように確認できている。台上検

証ln果 を図 13に 示す。‖げロス低減効果による省エネ

ルギー性の為、プーリ径が小さい程有利 となる。

図 103V発熱温度比較

図 11 5V寿 命指数比較

ヽ        ,1,, |

＼
~~げ ü撻

二

A社 ボンブ   B社 ボンブ   C社 コーター  D社 送風機

省
エ
イ
効
果

（
％
一

図 13 省エネルギー効果確認 (台上検証結果 )

方、実機モニターでは図 14モ ニター結果のように

パワーエース比、約 08-50%の 省エネルギー効果が

確認された。

節
電
効
果

＾
％
一

図 14実機モニター結果

当該結果をまとめると表 2に 示す推定効果になる。

注記)0電気+1金 は13円 /年 と仮定

● C02換算係数は、関西電力使用値0358を 引用
実機においてもプーリ径が小さいアプーリケーショ

ンでその効果は大きくなる結果である。

5V耐久試験結果

走
行
時
間

（指
数
＠
従
来
品
）

従来品    省エネパワーエース 省エネ′ヽヮーェース

5V耐久試験結果

ベ
ル
ト
温
度

（℃
）

産
い

立
８８Ｊ

72~~~~~―
―――-73

匪
い

立
８９Ｊ

一
Ｓ

従来品    省エネ′ヽワーエース 省エネ′ヽワーエース

表2推定効果

原動機 罐
婢
い

』師帳剛

動

間

“

稼

時

召

問

動

数

年

稼

日

減

用

削

費

２
量
，

∞
帖
的

A社 ボンプ 75k.V 35 1041 14 365 ¥17438

B社 ボンブ 1l kW 497 3346 ¥43495 11978

C社 コーター 30 kVV 078 2022 360 ¥26283 7238

D社送風機 1l kVV 35 3026 ¥43243

E社 ミル 55 kW 12 5300 365 ¥63897 (8970

図 125V発熱温度比較
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損失を削減できる。

今後も伝動ベルトにおける省エネルギー対応技術を

向上させることは、現状世界をとりまく環境を考える

と極めて重要であることから、更なる製品開発を行う

ことが重要な使命であると考える。
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TOPiCS(200611～ 200711)

２００６
Ｊ

２。。７
Ｊ

11月

●神戸市 /ポ ートアイランドにおいて新社
屋の建設に着工

●大型 FPD基板印昂1対応の「バンドース

キージーDタ イプJを 開発

●軽搬送用ベル ト (サ ンラインベル ト)

FMSシ リーズの新タイプ (重負荷対応

用)を 開発

●法務機能のさらなる充実と強化を図るた
め「法務部」を新設

●「第 17回 フラットパネルディスプレイ研
究開発 製造技術展Jに 出展 (東京ビッグ
サイト)

●バンドー技術塾 (Bando lnsitutc of Tcch

nology)を 開講

●2005年 7月 に南海工場がゴム産業界では

じめて「労働安全衛生マネジメントシス

テムJを認証取得したのに続き、国内の

残りの4工場 (本日歌山工場、神戸工場、足

利工場、加古川工場)についても認証を

取得

●バンコランベアリン

グの新製品 (耐寒タ

イプ、抗菌 防カビ

タイプ、耐湿熱タイプ、帯電防止タイプ)

の販売を開始

●福井ベル トエ業株式会社を loo%出資の

子会社化

●「バンドーテクニカルレポー

トNo HJを 刊行

●新中期経営計画 “DOING MORE onthe
ncw flonicr"を 発表

●「バンドー省エネパヮーエースJの販売
を開始 o60ご参照くださせヽ)

●代表取締役社長の交代 (谷 和義が新社長
として就任)

●「環境報告書2007Jを 発行 (当社インター

ネット ホームページに掲載)● 60ご参照く

ださい)

10月

●神戸市/ポー トアイランドに「本社事業所J

を竣工 ●60ご参照くださせヽ)

1月

2月

3月

4月

5月

6月

8月
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TOPiCS(200611～ 200711)

IT≡二二0「 F/N」下1望塾 ワ ■三≡丁ら販編 始
|

当社では、“省エネと環境"を キーワー ドに深亥lfヒす

る環境負llを 少しても中
`減

する製品の開発および市場

Fl拓 にf責 極的にIrtり 判[ん でお 1,ま す ,そ の収 ,組みの

一環 として、既に空 ,J‖ 機器を中心 二省エネ |‖,電 1に

よるco]肖 いえに貢南たしているバンドーレ ノドの省エネ

タイプである「バンドー省エネレッドJに ltい て、こ

の度バンドーレ′ドよ ,も コンバクト高速i」 1■ 高JIJ

力伝動 14寿 命が特11の バンドーバワーエースの省エ

ネタイプである Fバ ンドー省エネパワーエースJを 開
|

発し、販売を開始いたしました

2007.8‐「環境報告書2007」 を発イテ

2006111■ の環境保全活Jlへ の取り率Hみ 実riを まとめ

た際 境‖そri書 2007Jを 発行しました.当 ‖イ|は 今回

で第ワ11‖ となり、環境会計、41,た 部門での収り組み

や、「環境J「 省エネJを キーワードに展開するリセ品開

発活動 ウせ11:な どをギ1介 してお ,ま す。

II‖1は '1社 ホームベーシ [て ご,1い ただけます .

|ト ソフベ 'く w、 wb■ ‖doco p>よ , '果 境保全への1文用みJこ

,Lん てくたこtヽ

|□¨
2()06イトH月 よ ,神 戸市/ホ ー トアイラ

ンドにおいて建設をiLめてお ,ま した

| `く ネL Jl業 副子が:た I戊 し、20071¬ 0月 211

に‖,1市 や設 I十 11L E会 社の代表者に

ご参力Πいただき、竣I式 を ll,行 いま

した。本iltti業 ,'iに は、本 |卜 機能とイリ「

究‖‖発lit能 の,上 J与 強化を図るべ く、本

|卜 J「 務所、R&Dセ ンター、′1,4技術セ

ンターおよび開発事業部が移1■いたし

ました。

神戸市/ポートアイランドに「本社事業所」を竣工
|

・ 口・ ・ :「
・

1
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国内事業所
本 社 事 務 所 |1戸 Ⅲ中央区港島市町4丁6番 6号 〒650∞ 47

TCL(0■ )30223 'ぶ (078)30■ 981

生産技術センター 神戸市中央区港島市世f4丁 6脅6号 〒65∞047
TEL(078)302● 23 '嶽(078)3042981

R&Dセ ン ター 神戸市中央区港島削 f4丁 6番6号 〒6500047
TEL(078)3042023 Fぶ  (078)3042981

営  業  本  部 東京罰継 区之4丁曰1澪23号 (■回NNビル)〒 10&0014
TEL(“ ),3■ 911l FAN(03)54840112

企 画 開 発 部  大阪市IF梅日2T日 5拷25号 帷晒 1疇―ビルディング
'ヽ

―ビスOS■■,〒53mЮ l

TEL(06)“4,2636 FAN(06)“ 452677
E man eihatu@bando co,p

東 京 支 店 東京都港区芝4丁 目1子23■ (■日NNビル)〒 1080014
π L(03)5484911l FAX(03)54849112
助■51■ okyo@bttdo co,P

直 需 営 颯 郎 TEL(03)5484●100 FAN(03)54840106
AM '管 彙 毬 TEL(03)● 鉾 9114 FAX(03)54849108
MMP言 葉 鶴 TEL(03)5484 9104 FS(03)54鉾 9110
流 通 営 業 部 TEL(03)5484● 10●  FAN(03),849107

名 古 屋 支 店 名古

“

市中村区名駅3'日 25器 3号 (人橋ビルディング)〒45¨ Ol●

TEL(052)5823251 Fハ X(052)5864681
0maL nagoya@bando co,p

AM ● 雪
" 

部 TEL(052)5823254 FAX(052)5864681
流 通 営 業 部 TEL(052)5823257 '嶽  (052)5864681

大 阪 支 店 人販111嘔

"田

2,日 5●25■ 怖咄 1悌―ビルディングハービスoいメA,〒椰抑皿
TEL(06)63452631 =ヽ  (06)“437752
3m節 1:o・ aNaObando colp

直 需 営 業 部 TEL(06)63452638 FS (06)634,7752
AM P 営 槃部 TEL(06)634"639 FAN(06)“ 458273
MM =管 嚢 薔 TEL(06)● 3436121 FAN(06)6345 750
流 通 曽 輩 部 TEL(06)63452“ 3 FAX(o6)“4,8● 73

イし成 品 事 業 部 人販市lt区 ll田 2,日 5●25■ 悔円阪神第 ビルディングハービスo螂A,〒椰抑皿
TEL(06)63452『 l Fぶ  (06)“452615

販   売   部 TEL(06)“ 4,2671 FAN(06)● 452615
Ewa‖ :o kasei@bando co,p

開 発 事 業 部 ||■ 市中央区港島南町4丁6番 6号 〒6500147
TEL(0● )30■ 2923 FAN(078)3042981

運搬 建設資材事業部 兵肛県加占川市平岡町 :L山学コモ池の内b48(加 占川工場内)〒 67,0104
TEL(0%)●423232 FAX(073)942338●

力]古 ,1工 場  スⅢ熙加 i゙川 1:平岡町■山学コモ,しの内648 〒′
"lo4TEL(078)●423232 FAX(078)9423389

伝 動 事 業 部 大阪府泉南市男里5丁 目20番 1■ (市海ItIS内 )〒 5900526
TEL(072)4827711 =ミ  (072)4821173

南 海 工 場 大阪 lf泉南市男里 5∫ 目20■ 1号 〒59}0526
TEL(072)4穆 771l FAN(072)48211る

不ユ歌 山 工 場 和歌山県紀の川市Wt山 町最上1242番 jL5 〒64%111
TEL(0736)6“ 999FハX(0736)“ 2152

伝動技術研究所 和歌山県紀の川市桃口I町 r7■ 1242番 jL5 〒

“

%111
TEL(0736)601931 ,S (o736)6← 1984

MMP事 業 部 栃木県足 r」市荒金lf188脅 6(足 Tl工場Fjl)〒3260832
TEL(0284)724121 =S (02&)‐ 24426

神 戸 工 場 神戸市兵庫区明和通3丁 目2615号  〒62o883
TEL(078)651る ∞1 =S (078)6513979

足 千1 工 場 栃木熙足オ11疏金町188子6 〒3260832
TEL(0284)72■ 12】  =S (0234)‐ 24426

′ヽ ン コ ラ ン部 長同:県加古川市平岡町■1字 コモ池の内648 〒67¨ 104
TEL(078)942∞ 65 =鏃 (o78)● 426081

国内関係会社
■販売・加エサービス関係会社
北海道バ ン ドー株式会社 IL幌市盟千区月寒中央延2丁 日2番22■  〒0620の O

π L01'8512146 FAX⑩ l'85%"2
バン ドー拒島販売l末式会社 福島嗅いわき市平7■ 谷呵4丁 日6■

'し

13 〒97)8● 1

TEL(ω 46)2● ●6“  FAN(026'213η

東 日本バ ン ドー林式会社 東京詢中央区奥jL2「 日3■4号 (奥地第一長岡ビ,し )〒 101∞45
TEL(∝)3514 8111 FAX(03)3,“ 118

バ ンエ 業 日 品 株 式 会 社 東京都中央区丈日本襦21日 27■ 1号  〒103∞ 04
TEL(口 )3861 Zll =蝋(03)38“

“

η2

浩 洋 産 業 オ朱 式 会 社 ■京都台 ll区柳襦21日 1976号 (場和り,橋 ビル)〒 11■∞52
TEL(∞)386,3644 FAX(03)386"(Ю3

株 式 会 社 バ ン テ ッ ク ■京都港区き
「

H l rr28号 (三出NNビル)〒 10M014
TEL(∞ ),849130 =注(03)5〔

"131
1し 隆バン ドー販売株式会社 雪山県宮山 li問 屋町3'日 2番 19号  〒9ゆ

“"TEL(0764)512525 =滋(0764)51S148

大阪バンドーベル噸 売棒式会社 大阪市掟 1に 西Ⅲ●6丁 目14番5,(新大阪イドーキ ]生 ビル,〒 8卜nH
TEL(06)48067101 FAN(06,480″ 201

株 式 会 社 近 崚 バ ン ドー 大阪市都島区毛烏町21日 107● 1号  〒534∞ 01
TI L(06)42533160 =滋 (∝ )42■ 8531

′
'ン

ドーエラストマー株式会社 神戸1浜

“

R]和通31H3番 1,号 パツトーグルーブ,ァ クト1-神戸)〒

“

2鰯 3

「
EL(08'6525“ 0 =鏃(078)6256Ю

中 国 バ ン ドー株 式 会 社 広島県 1日 市市下平良1,日 6● 11, 〒7330の 3
TEL(029)321211 =滋 (ω

")3,1541
九 州 バ ン ドー株 式 会 社 椰岡市東区多の汁 1丁 日4番2■  〒8130%4

π L(02)62″ ●5 =滋(ll● 2)6222830

■製造関係会社
福丼ベル トエ業株式会社 掃丼県福丼市下江守]!23字 口

"ι

l■jL7 〒9138137
TEL(0776)303100 FAN(0%)364038

バ ン ドー II機 株 式 会 社 神戸市兵に区明和迎 1日 2希 15号  〒6822600
TEL(078)651 0512 FAk(08)68● 2601

ビー エル オートテック株式会社 神戸市F・ 麻区嘲和通3丁 HO番 l,号 liパーグルーブフ,ク トリー神戸)〒 62Ю 8“

TEL(078,682●61l FAN(『 8)682● 614

バンドー ショルツ株式会社 兵口il.加古川市平岡呵十 1字 コモ池の内

“

8■地 〒6Ъ0104
TEL(078)943● 33 さミ (σ 3)9434●40

■その他サービス関係会社
バンドードレーディン

'株

式会社 神戸li兵 |「本木通7,Hl■ 18号 (バ ントー大11ビル」し館)〒 652嘲2

TELo8)57“ 751 FAX10 o57ア 9465

バ ン ドー興 産 株 式 会 社  神戸市兵

“

区本木並 丁日l番 18オ ●マンドー人|ヽ ビル北館)〒 6レ図 2

TEL10■ )57“3S FAX07o 5776553
●パ 1,ビ ,,― ,,テ

``式
,I 卜i戸市ヽⅢ区叫和油 T日 2■ 157 〒6閉883

TEL⑩■)65・・ 49 FANO o“2お97

西 兵 庫 開 発 株 式 会 社  兵庫県宍粟市千輌I∫鷹奥24子地2 〒

『

13212
(千 草 カン トリー クラブ) TEL⑩

"の
7“333 FAN⑩ 7"〉 7● 3310

海外関係会社
北 米地 域

くCorporale Oi ce〉

〈Bowlo9 Green P ant〉

欧 州地 域
Bando K●cbyaB。■Manutactunng(Turke"[n。

制f胤鎌告:糧81ふ lt鳳「
S45 Pdgono hduara san E`mongd■

アジア地域

得:IζlP留悟とB」轟辞謝増taЮ
ncSC° m口。つSonggo,Do● 9 Aosan C ll

869 1 Eo9ok Do■ 9 Yao9 San ci″ Gy●●9 sang Nam Do 626 220 REPUBLIC OF KOREA

3ando Bo■ (TaⅢ 。)Co Lt●
N。 37。(HalTong A.o● ●e TEDA TaⅢ  n 300457 CHINA

Bando Manul●●tuJng(Sh。●ghao c。 ,Ltd

B,ndo■lanutaotuang(Dongguan)Co.Lld

Bando Man● faotu●●9 chalond)Ld

Penge un,an Cet● h eando(Ma● yS。)Sun Bhd

Bendo(S ngBpore)Ro Ltd

JI G¨ah Tun99a Ke PaSI Jaya K‐ o Jali uw● o9■ngean9 15135 1N DONESIA

Bo●●o lndia)PVI Lld
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